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第 1 章  理念・目的  

〈１〉現状説明  

①  大学の理念・目的を適切に設定しているか。また、それを踏まえ、学

部・研究科の目的を適切に設定しているか。  
評価の視点  

  学部においては、学部、学科又は課程ごとに、研究科においては、研究科又は

専攻ごとに設定する人材育成その他の教育研究上の目的の設定とその内容  

  大学の理念・目的と学部・研究科の目的の連関性  

 システム理工学部の理念は次の通りである【資料 1 -1 ,  1 - 2 項目 I】。  

 

現代社会の問題は、専門分野の枠を越えています。その解決方法は、未来への確か

な展望のもと、社会生活を営む現場から様々な要素が関連づけられ形作られていま

す。芝浦工業大学は、解析主導の工学とは異なる、新たな視点のシステム工学部を

1991 年に開設し、2009 年には理学分野を取り込んで学部名称をシステム理工学部

としました。 

システム理工学部は、学問体系を横断し関連づけるシステム工学の手法により、総

合的解決策を追及する「システム思考」、目的達成の機能を作る「システム手法」、

問題解決の人・知識・技術を統合する「システムマネジメント」を軸に教育研究を

行い、新しい時代の要請に応え、地域と人類社会の発展に寄与する有能な人材の育

成をめざしています。 

 

 1 99 0 年以前、芝浦工業大学は工学部（一部・二部）のみからなる大学であったが、現

実社会の要請を踏まえ、『新たな視点』をもつ学部として 3 学科から構成されるシステ

ム工学部を開設した。すなわち、機械・電気・建築など個々の学問体系における諸問題・

原理を深く追及する『解析主導の工学』部に対して、『学問体系を横断し関連づけるシス

テム工学の手法』を学び、多様な構成要素からなる現実の諸問題に『総合的解決策』を見

出せる人材を育成することを目的としてシステム工学部を設立した。工学部とは基本理念

が明確に異なる学部であり、本学の多様性を広げるものであった。  

 その後、学生定員の増加に加え、20 08 年には生命科学科、2 0 0 9 年には数理科学科と

いう理学系学科を増設、これにあわせてシステム工学部からシステム理工学部へと学部名

称を変更した。新しく理学分野を取り込むことで、本学の多様化をますます進めたものと

考えている。  
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芝浦工業大学は「社会に学び、社会に貢献する技術者の育成」を建学の精神として創立

され、以下を大学としての理念・目的として教育・研究を進めている【資料 1 - 3】。  

 

学術の中心として深く工学の研究を行い世界文化に貢献し、併せて広く一般の

学術教養と専門の工業教育を施すことにより、学生の人格を陶冶し、学理を究

めさせ体位の向上を図り、もって優秀なる技術者を養成することを目的とする。  

 

 解決すべき問題がますます複雑化する現代において、社会・世界文化に貢献する工学技

術の創造・発展を進めるためには、解析的思考に基づいて個々の要素技術を極めた技術者

に加え、各要素技術を横断し関連付けるシステム思考・手法・マネジメント能力を有する

技術者が必要となる。また、工学およびシステム思考・技法を深めるには、これらを支え

る論理的・理学的思考・発想も大切となる。システム理工学部は、解析主導の工学部を補

完し、総合的視点をもつ理工系人材の育成を通して、より広く世界文化に貢献することを

学部の理念・目的としている。  

 

②  大学の理念・目的及び学部・研究科の目的を学則又はこれに準ずる規則

等に適切に明示し、教職員及び学生に周知し、社会に対して公表しているか。  
評価の視点  

  学部においては、学部、学科又は課程ごとに、研究科においては、研究科又は

専攻ごとに設定する人材育成その他の教育研究上の目的の適切な明示 

  教職員、学生、社会に対する刊行物、ウェブサイト等による大学の理念・目的、

学部・研究科の目的等の周知及び公表  

 システム理工学部の理念・目的は、社会に対しては大学 w eb サイト【資料 1 -1】によ

り、大学構成員に対しては w eb サイトに加えて学修の手引【資料 1 - 2 項目 I】により公

表・周知している。また、学部の人材育成の目的（ディプロマ・ポリシー）、教育の目的

（カリキュラム・ポリシー）も同じく大学 w eb サイト、学修の手引により公表・周知し

ている。  

 

③  大学の理念・目的、各学部･研究科における目的等を実現していくため、

大学として将来を見据えた中・長期の計画その他の諸施策を設定しているか。  
評価の視点  

  将来を見据えた中・長期の計画その他の諸施策の設定  

・認証評価の結果等を踏まえた中・長期の計画等の策定  

 システム理工学部の諸施策としては、大学全体の諸施策を受けて学部長がシステム理工

学部の取り組み【資料 1 -4】として整理し直し、「複雑で不透明なグローバル化時代に向
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き合う主体性を育む学部教育の推進」と題して 2 02 1 年度第１回教授会にて学部全教員に

明 示 し て い る 。 ま た 、 中 ・ 長 期 の 計 画 は 、 教 学 経 営 審 議 会 に 向 け て 策 定 す る

C en t enn i a l  S IT  A c t i on  行動計画内に示している【資料 1 - 5】。  

 大学の理念・目的を達成する具体的な施策として、大学の理念にある『世界文化に貢献』

するグローバル理工系人材を養成するため、20 1 7 年度より本学部の電子情報システム学

科、機械制御システム学科および生命科学科に国際コースを設置開設した。さらに、

20 1 9 年度からは国際プログラムと名称を変更し、システム理工学部全学科に展開し、学

部一丸で取り組んでいる。20 2 0 年度には電子情報システム学科、機械制御システム学科、

生命科学科で一期生が卒業している。【資料 1 - 6 ,  1 -7】。  

〈２〉長所・特色  

 複雑で不透明なグローバル化時代の諸問題の解決には、社会的ニーズを幅広い視点で分

析・定義して、様々な領域の技術やシステムの新しい組み合わせを探索（E xp l o r a t i on）

し、総合（S y n th es i s）していくことが求められている。また、産業界の急激な技術進

歩と変化を受けて、複数の専攻分野を組合わせた教育課程の展開を可能にすべく工学系教

育改革に関する大学設置基準等の改正（20 1 8 年 6 月 29 日）が行われた【資料 1 - 8】。

これは、複数分野を組み合わせた教育、理工学以外の分野（経営学、社会学等）を組み合

わせた教育の実施を促すものである【資料 1 - 8】。  

 システム理工学部では、19 9 1 年のシステム工学部開設以来、「テクノロジーの光と影

を見据えて、その機能的価値を発展させつつも安全問題・資源問題・環境問題など，そし

て伝統的文化や価値観，さらに情緒的価値との調和を基本において、総合的・学際的に課

題を設定するエンジニアリングセンスを身につけること」、その問題解決を図る具体的な

方法として「システム思考の工学」をキーイシュー（Ke y  I s s u es）としてシステム工学

教育を展開してきた【資料 1 - 9】。このシステム思考にもとづくシステム工学教育プログ

ラムは、P B L（P r o je c t -B a s e d  L e ar n i n g）と講義の組み合わせによる多段階プロセス

で、知的好奇心を育む「創る」からはじまり、本学部の大学院システム理工学専攻「シス

テム工学特別演習」へと接続し、産官学連携による実践的課題を解決する教育を実施して

いる。これは、近年の様々な工学系教育改革と持続可能な開発目標 S D Gs が叫ばれるな

かで、3 0 年前からシステム理工学部の教育課程として実現、着実に進められてきたもの

である。これが本学部の他学部との大きな違いと特色であり、現代社会が求めているもの

を率先して進めてきた結果である。  

 さらに、システム理工学部が先陣を切って国際コース（現国際プログラム）の設置開講

を行った。これは本学が「スーパーグローバル大学育成支援事業」に採択されたことを受

けての施策であるが、システム理工学部に設置された国際コースは『システム理工学部が

取り組んできた分野横断型の学びに加えて、専門分野を英語で学び、海外の大学で専門科

目を受講し、英語での研究を進めるという先進的なカリキュラムでグローバル人材の育成』

をめざすことを特色としている。 20 1 7 年度は 3 学科への設置からスタートしたが、

20 1 9 年度には環境システム学科、数理科学科を加え、学部全学科での展開となり、国境
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を越えて活躍できる理工系人材の育成をおこなっている【資料 1 - 6 ,  1 -7】。他の 3 学部

に対するモデルケースとしての意味合いをもった施策ともいえる。  

〈３〉問題点  

 学部の基本理念・目的はそう変えていくべきものではないが、社会の要請や高校までの

教育のありようの変化等を注視し、大学・学部の理念・目的がこれらに適合しているか継

続的に検証を行い、必要とあれば修正を加えていく必要がある。  

 学部の理念・目的はすでに公表・周知されているが、新入生・新入教職員への継続的な

周知を忘れてはならない。また、一般プログラム・国際プログラムそれぞれの目的を学生

に周知することも大切である。  

本学部 3 学科で始めた国際プログラムについて、20 1 9 年度から全学科での展開になり、

どのような形で発展させていくか、具体的な検討を進める必要がある。また、現在国際プ

ログラムを運営している担当教員のみに負荷が集中しないようにするための施策について

も継続的に議論する必要がある。  

本学の将来を見据えた施策の一つとして、2 018 年度から S D Gs の目標を達成するため

のシステム企画の提案をシステム工学教育の必修科目「システム工学 A，同演習 A」で

実施、さらに共通科目の総合科目とシステム・情報科目で S D Gs 関連科目を展開してき

た。また、20 2 0 年度より機械制御システム学科と環境システム学科にてシステム・情報

科目の必修科目「情報処理 I，同演習 I（データサイエンス）」でデータサイエンス教育

を進めてきた【資料 1 - 10】。これらの先進的な取り組みは、全学展開に結びつくことに

なった。S DG s 教育は、学部発信のものであり学部共通教育から全学共通科目へと着実

に革新していく必要がある。  

〈４〉全体のまとめ  

 本学の建学の精神、大学の理念・目的に則り、世界文化に貢献する工学の研究・教育の

幅をより広げるため、工学部における研究・教育を補完する理念・目的をもってシステム

理工学部を開設・運営・発展させてきた。学部の理念・目的は大学 we b サイト、学修の

手引にて学内外に周知している。大学の目的にある『世界文化に貢献』から引き継がれた

学部の目的『地域と人類社会の発展に寄与する有能な人材の育成』を実現する一つの施策

として、本学部に国際プログラムを設置し、20 20 年度に一期生を輩出できた。  

さらに、本学部の共通科目である総合科目とシステム・情報科目で培ってきた S D G s
を達成するための S D Gs 教育の学部共通科目から全学共通科目化への転換と、データサ

イエンス教育の充実に向けた施策を本学部が培ってきた分野横断型の教育に加えて確実に

進めていく。  
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〈５〉根拠資料一覧  

  資料 1 - 1：大学ホームページ／システム理工学部  

U R L :  h t tp s : / / w w w . s h i ba ur a - i t . a c . j p / f a cu l t y / s ys t e ms /  

  資料 1 - 2：学修の手引（システム理工学部 2 021 年度版）  

U R L :  h t tp s : / / g u i d e . s h i ba ur a - i t . a c . j p / t e b i k i 20 21 / s ys t e ms /  

  資料 1 - 3：大学ホームページ／建学の精神 /理念・目的 /ポリシー  

U R L :  h t tp s : / / w w w . s h i ba ur a - i t . a c . j p / a bo u t / s u m ma r y /  

  資料 1 - 4：第 21 01 回システム理工学部教授会  資料 7／システム理工学部の取り

組み  

  資料 1 - 5：C en t en n i a l  S IT  A c t i o n  2 0 2 1 年度行動計画（部外秘のため非公開）  

  資料 1 - 6：大学ホームページ／国際プログラム  

h t tp s : / / w w w . s h i b au ra - i t . a c . j p / f a cu l t y / s y s te ms / g l ob a l p r o g ra m /  

  資料 1 - 7：システム理工学部／国際コース紹介パンフレット  

  資料 1 - 8 :  工学系教育改革に関する大学設置基準等の改正について（概要）  

  資料 1 - 9 :  小口泰平 ,  芝浦工業大学システム工学部―確かな 2 1 世紀を拓くシンセ

シス主導の工学教育・研究を目指して― ,  日本工業教育協会誌 ,  4 0 - 5 ,  19 92 . 0 9  

  資料１ - 10 :  2 02 0 年度からシステム理工学部 2 学科で 1 年生前期にデータサイエ

ンス科目必修化  

h t tp s : / / w w w . s h i b au ra - i t . a c . j p / n e ws / n i d 00 00 0 61 0 .h t ml  

〈６〉基礎要件確認シート  

２ 学部・研究科における教育研究上の目的の学則等への規定及び公表  
学 部 ・ 研 究

科等名称  
規 定 の

有無  
根拠となる資料  公 表 の

有無  
ウェブサイトＵＲＬ  

シ ス テ ム 理

工学部  
○  20 21 年度芝浦工業大

学学則別表 2   
○  h t tp s : / / w w w. s h i b au ra -

i t . a c . j p / f a cu l t y / s ys t em s /  
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電 子 情 報 シ

ステム学科  
○  20 21 年度芝浦工業大

学学則別表 2   
○  h t tp s : / / w w w. s h i b au ra -

i t . a c . j p / f a cu l t y / s ys t em s / e i
s /  

機 械 制 御 シ

ステム学科  
○  20 21 年度芝浦工業大

学学則別表 2   
○  h t tp s : / / w w w. s h i b au ra -

i t . a c . j p / f a cu l t y / s ys t em s /q
sy s /  

環 境 シ ス テ

ム学科  
○  20 21 年度芝浦工業大

学学則別表 2   
○  h t tp s : / / w w w. s h i b au ra -

i t . a c . j p / f a cu l t y / s ys t em s /p
ae s /  

生命科学科  ○  20 21 年度芝浦工業大

学学則別表 2   
○  h t tp s : / / w w w. s h i b au ra -

i t . a c . j p / f a cu l t y / s ys t em s /b i
os c i en c e /  

数理科学科  ○  20 21 年度芝浦工業大

学学則別表 2  
○  h t tp s : / / w w w. s h i b au ra -

i t . a c . j p / f a cu l t y / s ys t em s / m
a th s c i /  
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第 4 章  教育内容・方法・成果  

〈１〉現状説明  

①  授与する学位ごとに、学位授与方針を定め、公表しているか。  
評価の視点  

  課程修了にあたって、学生が修得することが求められる知識、技能、態度等、

当該学位にふさわしい学習成果を明示した学位授与方針の適切な設定（授与す

る学位ごと）及び公表 

 システム理工学部の教育目標（理念）は第 1 章の現状説明で述べた通りであり、大学

w eb サイトおよび学修の手引に明示してある【資料 4 - 1 ,  4 - 2 項目 I】。システム理工学

部の教育目標は  

学問体系を横断し関連づけるシステム工学の手法により、総合的解決策を追及す

る「システム思考」、目的達成の機能を作る「システム手法」、問題解決の人・

知識・技術を統合する「システムマネジメント」を軸に教育研究を行い、新しい

時代の要請に応え、地域と人類社会の発展に寄与する有能な人材の育成  

である（一部抜粋）が、これに基づき学部の学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）を定

め、やはり大学 w eb サイトおよび学修の手引にて明示・公表している【資料 4 -1 ,  4 -2 項

目 I】。すなわち、システム理工学部ではディプロマ・ポリシーを、上記教育目標に適い、

卒業要件を満たしたものに学位を授与するものとしている。さらに、より具体的な学修・

教育目標として以下を学位授与要件として列挙している。  

  地球的観点から多面的に物事を考える幅広い教養を備え、他分野・異文化と

相互理解・交流し、社会や世界の問題解決に取り組み、高い倫理観を持った

理工学人材として行動できる。  

  科学技術の知識を修得するとともに、これを総合して問題解決するまでの行

動計画を推進するためのシステム思考を修得し、問題を発見し、総合的解決

策を導き出すことができる。  

  社会の問題解決に必要なシステム工学の理論とその運用能力を備え、人・知

識・技術をマネジメントし、関係する人々とのコミュニケーションを図りな

がらチームで仕事ができる。  

  専門的知識とその運用能力を備え、問題解決に必要な知識・スキルを認識し、

不足分を自己学修し、問題を解決できる。  
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 後述の通り、この教育目標・ディプロマ・ポリシーに基づいてカリキュラム・ポリシー

を定め、さらに具体的なカリキュラムの構成、卒業要件の設定を行っている。各学科にお

いても、学部の教育目標・ディプロマ・ポリシーに基づいて学科の専門性を加味したディ

プロマ・ポリシーを設定している【資料 4 -3〜4 - 8】。  

 

②  授与する学位ごとに、教育課程の編成・実施方針を定め、公表している

か。  
評価の視点  

  下記内容を備えた教育課程の編成・実施方針の設定（授与する学位ごと）及び

公表 

・教育課程の体系、教育内容  

・教育課程を構成する授業科目区分、授業形態等  

 上記の通り、教育の理念・学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）に基づいて教育課程

の編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー）を策定し、これを学修の手引に明示して教

職員・学生に周知している【資料 4 -2 項目 I】。また、同内容を大学 w eb サイトにも記

載し、受験生を含む社会への公表も行っている【資料 4 - 1】。  

 具体的内容として、カリキュラム・ポリシーの前段には学部の学修・教育目標を達成す

るためのカリキュラム編成の方針を記してある。  

システム理工学部では、ディプロマ・ポリシーに掲げる目標を達成するため、

学問体系を横断し関連づけるシステム工学の手法と、専門的知識を深めるための

学科専門教育を体系的に学修・研究するための手法により、教育プログラムを実

施しています。 

この教育プログラムは、全学共通科目、共通科目、専門科目の講義、演習、実

験、実習で構成されています。学部理念の核となる共通科目のシステム工学教育

では、学生の主体的・能動的な学修を促すために、プロジェクトを通した演習と

講義の組み合わせにより実践と経験を繰り返して学修していくカリキュラムを編

成しています。 

 編成方針に続けて、カリキュラム・ポリシーの後段にはシステム理工学部における科目

区分と各科目群の目指しているものを列挙している。  

カリキュラムは、次の科目群で編成され，その学修成果を多面的に評価し、学

生の振り返りを促すことで学修・教育目標を達成します。  

1. 全学共通科目     建学の精神に則り教養を養う  

2. 共通科目    システム理工学部生として共通に有するべき基  
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礎力の育成 

2-1 教職科目    教育職に関する専門的知識と技能、実践的指導  

力を修得し、豊かな人間性を養う  

2-2 総合科目    幅広い教養と他分野・異文化の理解力を修得 

2-3 基礎科目    理工系人材の基盤となる数学、物理、化学、生  

物学の修得 

2-4 システム・情報科目  社会の問題解決に必要な情報リテラシーとシス  

      テム工学理論を修め、グループワークによる解  

決力を養成 

3. 学科専門科目   専門的知識を深める 

3-1 学科専門科目   学科特有の専門的知識を深める  

3-2 総合研究    各自が設定したテーマを解明、解決策を導く 

 さらに、学部の教育理念に基づいて学科単位でもディプロマ、カリキュラム・ポリシー

を策定、同じく学修の手引、大学 w e b サイトにて公開している【資料 4 - 2 項目 I ,  4 - 1】。

これらに基づいて個々の科目配置、必修・選択科目の区分、各科目の単位数を定め、ディ

プロマ・ポリシーに基づいて定めた卒業要件とともに学修の手引に明示、教職員・学生に

周知している【資料 4 - 2 項目 V ,  同項目 V I ,  同項目 I I -2】。また、学修の手引には科目

間の関連を示すカリキュラムマップも記載し、教育課程の編成・実施方針が具体的にどの

ような形で実現されているかがわかるようにしてある。なお、新入生に対しては、新入生

総合ガイダンスの際に学部の教育目標とともに各科目区分の意味・意図を説明している

【資料 4 - 9】。一方、学外への周知として、w e b オープンキャンパス等において各学科

パンフレット、研究室ガイド（we b 版）等を用いた説明を行なっている【資料 4 - 10 ,  4 -
11】。  

 

③  教育課程の編成・実施方針に基づき、各学位課程にふさわしい授業科目

を開設し、教育課程を体系的に編成しているか。  
評価の視点  

  各学部・研究科において適切に教育課程を編成するための措置  

・教育課程の編成・実施方針と教育課程の整合性  

・教育課程の編成にあたっての順次性及び体系性への配慮  

・単位制度の趣旨に沿った単位の設定  

・個々の授業科目の内容及び方法  
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・授業科目の位置づけ（必修、選択等）  

・各学位課程にふさわしい教育内容の設定  

＜学士課程＞初年次教育、高大接続への配慮  

教養教育と専門教育の適切な配置  

＜修士課程、博士課程＞コースワークとリサーチワークを適切に組み合わせた

教育への配慮等 

・教育課程の編成における全学内部質保証推進組織等の関わり  

  学生の社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を育成する教育の適切な

実施 

 前項で述べたとおり、システム理工学部ではディプロマ・ポリシーにあげた学修・教育

目標に沿ってカリキュラム・ポリシーを策定している。目標に掲げた各項目を実現するべ

く、システム理工学部では開講科目を「全学共通科目」、「共通科目」、「専門科目」の

３つに分類してカリキュラムを構成している。さらに、細目として共通科目では、「教職

科目」、「総合科目」、「基礎科目」、「システム・情報科目」に区分され、「専門科目」

では、「学科専門科目」、「総合研究」に区分されている。なお、「総合研究」は、科目

区分上、「総合研究Ⅰ、Ⅱ」として各学科専門科目に位置づけられている。  

「共通科目」の「教職科目」は、20 0 9 年の数理科学科新設にあわせてシステム理工学

部でも設置された。教職課程は、「教育職員免許法」に則りカリキュラムを構成している。

教職課程は、学生には教育職員免許状（教員免許）取得に必要なものとしか認識されてい

ないかもしれないが、学部としては単に教員免許の取得のためだけでなく、『システム理

工学部の専門教育を生かし、人間形成の幅広い教養と視点の獲得を目指すこと』を教育目

標として教育を行っている【資料 4 -1 2】。  

「教職科目」は、大別して「教職の基礎的理解に関する科目・大学が独自に設定する科

目」と「教科及び教科の指導法に関する科目」がある。本学部では、中学校数学・理科、

高等学校数学・理科・情報・工業の一種免許状が取得できる（ただし、学科により取得可

能な免許状は異なる：理科は生命科学科のみ、情報は電子情報システム学科と数理科学科

のみ、逆に数理科学科では工業は取得不可）が、取得する教員免許の種類により修得すべ

き教職課程科目も変わってくる。20 2 1 年度から、全学組織として教職支援室が設置され、

教職課程の運用を行っている。また、教職課程科目のカリキュラム変更を行い、教員免許

取得を目指す学生が４年間で計画的に履修できるようになっている。【資料 4 - 12】。  

 「共通科目」の「総合科目」は、「英語科目」と「英語科目以外」に区分されている。

「総合科目」の「英語科目以外」は、主に学修・教育目標の A 項目『地球的視点から多

面的に物事を考えるシステム思考とその素養（広い視野）』、その細目『A -1 社会およ

び地球環境について理解し、解決しなければならない問題を発見できる。』『A - 2 人間、

文化、価値観等についての多様性を理解し、さまざまな立場から物事を考え、行動でき

る。』と B 項目『技術が社会や自然に及ぼす影響や効果、ならびに技術者および科学者

が社会に対して負っている責任を理解し、社会に貢献する職業人として倫理観に基づき行
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動できる。（職業倫理）』を目的として配置された科目群である【資料 4 - 2 項目  p . 5】。

「総合科目」には人文教養系から社会科学系、語学や体育科目まで含まれるが、各科目の

意図・目的を明確にするため、さらに 5 つの科目群に分類して提示している。すなわち、

『個々の科学技術を総合して問題解決を行う能力の修得』を目的とした「エンジニアリテ

ラシー科目」（「社会ニーズ調査概論」など）、『社会についての科学的認識力の修得』

を目的とした「社会科学系科目」（「行政学」など）、『人間の精神活動ならびにその産

物としての文化への理解を養う』ことを目的とした「人文科学系科目」（「哲学 I ,  I I」
「技術者と倫理」など）、『健やかな精神・肉体の育成』を目的とした「保険・体育系科

目」（「体育実技」など）と『異文化コミュニケーション力を養う』ことを目的とした

「外国語科目」である【資料 4 -2 項目  p . 3 2 - 34】。  

 学生には、特定のカテゴリーに偏重しないように履修計画を支援している。学修の手引

きの「総合科目」の「英語科目以外」には，「何のための教養？」「カテゴリー分け」

「総合する力―学部システムの入口と出口」「見識と構想力」に分けて詳しく記載してい

る。「英語科目以外」は、1 2 単位以上の修得を卒業要件として課している【資料 4 - 2 項

目 I I -2】。  

 つぎに、「総合科目」の「英語科目」は、H 項目『論理的な記述力、口頭発表力、討

議等のコミュニケーション能力および国際的に通用するコミュニケーション基礎能力。

（コミュニケーション能力）』の細目『H - 2  英語の技術文書を理解し、作成し、海外の

技術者とコミュニケーションができる。』を目的とした科目である。「英語科目」は、8
単位以上の修得を卒業要件として課している【資料 4 -2 項目 I I - 2】。  

 「共通科目」は、さらに「基礎科目」と「システム・情報科目」に区分して配置されて

いる（以下、「共通科目」の科目配当は学科・プログラムごとに【資料 4 - 2 項目 I I - 2】、

卒業要件は【資料 4 - 2 項目 I I - 2】参照）。「基礎科目」は、主に学修・教育目標の C 項

目『数学、自然科学および情報技術に関する知識とそれらを応用できる能力。（専門基

礎）』の細目『C  -  1  数学、自然科学に関する基礎を理解し、利用することができる。』

を企図して配置したものといえる【資料 4 - 2 項目  p . 5】。共通科目の「基礎科目」の卒

業要件は、1 0～2 0 単位以上（うち 4～14 単位は必修；単位数は学科により異なる）の

修得を課している。「システム・情報科目」は、学修・教育目標の D 項目『現代社会の

問題を創造性を発揮して探求し、目的達成に向けて関連する科学技術や知識を統合し、総

合的解決策を導き出す能力。（システムズ・エンジニアリング）』、E 項目『問題解決の

ために必要な人・知識・技術を統合し、マネジメントできる。（システムマネジメン

ト）』、F 項目『学際的チームで活動できる。（チーム活動能力）』を修得することを目

的としたものである。これは、システム理工学部の教育目標のコアとなる部分を担当して

いる。また、今や理工系人材にとって情報処理技術は、問題解決に必要な知識・スキルで

C 項目の細目『C  -  2  情報技術に関する基礎を理解し、利用することができる。』の修得

は欠かせないものとなっている。19 91 年の設立当初よりシステム工学部（2 009 年に現

名称のシステム理工学部に改称）では「システム・情報科目」の区分に「情報処理 I、 I I」
および「情報処理演習 I、 I I」計 4 科目 6 単位を配置し、各学科ともその修得を必須（必

修科目）としている。このうち、データサイエンス教育を進めていくために、機械制御シ
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ステム学科と環境システム学科では学科混成で情報処理 I、情報処理演習 I を情報処理 I
（データサイエンス）、情報処理演習 I（データサイエンス）に変更して時代ニーズに基

づいた教育を実施している。  

 さらに、上記の学修・教育目標の D、E、F 項目を目的として、システム工学系の科目

群を「システム・情報科目」の区分に配置している【資料 4 -2 項目  p . 5】。その中でも、

「システム工学 A、B」および「システム工学演習 A、B」計 4 科目 6 単位は全学科必修

に指定、なおかつ、5 学科混成クラスの科目として実施しており、システム理工学部のカ

リキュラムを特徴付ける科目群となっている。学生には「システム・情報科目」から上記

の必修 12 単位に加え、4～6 単位（学科による）、計 16～18 単位以上の修得を卒業要

件として課している【資料 4 - 2 項目 I I -2】。  

 「専門科目」は、学部の学修・教育目標の G 項目『理工学の専門知識とそれらを問題

解決に応用できる能力。（専門知識とそれを用いた問題解決）』を目的とした科目群にな

る【資料 4 -2 項目  p . 5】。具体的な科目配当【資料 4 -2 項目 p . 44 - 49 ,  p .5 5 - 60 ,  p .6 5 -
70 ,  p . 7 7 -8 8 ,  p . 93 - 9 6】は各学科のディプロマ、カリキュラム・ポリシー【資料 4 - 3〜

4 -8】に則して行われていて、必修・選択をあわせて 5 4～70 単位（学科による）の修得

を卒業要件として課している【資料 4 - 2 項目 I I - 2】。「専門科目」の中にはいわゆる卒

業研究（本学部では「総合研究Ⅰ、Ⅱ」と称する）も含まれている。  

 以上の科目群を、学部・学科のカリキュラム・ポリシーに従ってカリキュラムマップに

配置している。基本的には各学科とも、学科専門科目を学ぶための基礎となる共通科目群

を低学年に、学科専門科目群を高学年に配置し、最高学年（4 年）には総合研究（いわゆ

る卒業研究）を必修科目として配置している。語学・人文・体育科目を含む総合科目群も

主に低学年に配置されているが、学生は在籍学年より下の学年に配置された科目を自由に

履修できることから、これら（特に人文系科目）は全学年向けに配置されたものといって

よい。個々の科目（群）の年次配置と、その科目が学部・学科の学修・教育目標のどの項

目を担っているかについては、学科ごとにカリキュラムマップとしてまとめ、履修の手引

に記載している【資料 4 - 2 項目 p .3 8 ,  p . 4 7 ,  p . 56 ,  p . 65 ,  p .8 0】。これにより、各学科

のカリキュラム・ポリシーに従った科目体系を、年次配置とともに学生に周知している。  

 システム理工学部の教育理念は、現代社会の問題をシステムとしてとらえ、総合的な観

点から問題解決する能力を持った人材を育成することにあるが、ここでいう「システム」

は、人、もの、こと、マインド（伝統的文化や価値観、さらに情緒的価値）を含むため、

共通・人文系の側面も往々にして含まれる。その考えからシステム理工学部では、語学・

人文系も含めたすべての教員がいずれかの学科に分属し、学部共通の教育に加えて学科運

営にも携わり、さらには学科の総合研究（卒業研究）も担っている。例えば、社会科学系

教員で「民族紛争と共生のシミュレーション」を、語学系教員で「言語などの学習の一般

認知機能への影響」を、教職系教員で「グローバル理工学人材の育成プログラムの開発」

をそれぞれテーマに掲げて卒論指導を行っているといった事例もある【資料 4 - 13】。こ

のようなスタンスから、本学部では語学・体育・人文系科目も「教養科目」ではなく総合

（S y n th es i s）を意味する「総合科目」と呼んで科目区分している。  
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 システム理工学部のカリキュラムが他大学を含めた従来の理学部、工学部のものと大き

く異なる点は、システム工学教育にある。このシステム工学教育の特徴は、横の連携が強

いことと、設立当初（ 19 91 年）からアクティブラーニング（A L）、プロジェクトベー

スドラーニング（P B L）を取り入れていることにある。図 4 .1 に学部教育課程における

システム工学教育の位置づけと学修プロセスを示す。  

 

図 4 . 1  学部教育課程におけるシステム工学教育の位置づけと学修プロセス  

 

 システム工学教育では、1 年前期に「創る」、後期に「システム理工学入門」を、2 年

前期から 3 年前期にかけて「システム工学 A」、「同 B」、「同 C」、および、それぞ

れに対応する演習科目「システム工学演習 A」、「同 B」、「同 C」を順次開講してい

る。近年、A L や P B L の有用性・必要性がいわれるようになってきたが、本学部の「創

る」、「システム工学演習 A、B、C」（設立当初は「システム工学演習 I、 I I、 I I I」）

は前述の通り、1 9 91 年の設立当初から A L、P B L の考え方で進めてきた演習科目である。

すなわち、学生は数人～十数人からなる 5 学科混成の班単位で活動し（A L）、個々の課

題の解決を通して（P B L）、システム思考の深化、システム手法の獲得、システムマネ

ジメントの実践ができるように科目を構成してきた。特に「創る」と「システム工学演習

C」は、学生自らが課題（プロジェクト）を発案し、その時点で個々の班員がもっている

知識・技術を総動員して班で協調して課題の総合的解決を図る科目である。なお、学生の

活動を支援する教員も 5 学科から集まって協働して授業・演習の指導にあたっており、

学生にとっても教員にとっても、他学科専門分野の価値観を知り、学科間の横の連携を促

す良い機会になっている。図 4 .2 にシステム工学教育の講義・演習の配置を示す。  
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図 4 . 2  システム工学教育の講義・演習の配置  

 

 本学部の教育課程は、各学科の専門分野の知識・技能を横断するシステム思考やシステ

ムマネジメントを学ぶ横糸と、各学科の専門科目である縦糸をつむぐように配置されてい

る。特に、3 年前期に開講される「システム工学演習 C」は、各学科専門科目とシステム

工学科目の連携科目（各学生が所属学科の専門性をある程度もち、協調して一つのプロジ

ェクトを遂行する科目）と位置づけられており、「創る」に始まるシステム工学教育を統

括している。なお、「システム工学演習 C」は、大学院システム理工学専攻の科目「シ

ステム工学特別演習」とも連携し、産学官連携による実課題を取り扱っている【資料 4 - 2 ,  
4 -1 4】。  

 システム理工学部のもう一つの特徴は、各学科とも「専門科目」として複数分野にまた

がるカリキュラム構成をもっていることである。これは、現代社会におけるさまざまな問

題を複数の要素から構成されるシステムとして見て、これらの問題を解析主導ではなく総

合的に解決できる人材の育成を学部の教育目標としていることによるものである。  

電子情報システム学科は、「専門科目」をソフトウェア系、メディア・ネットワーク系、

ハードウェア系の 3 つの系列（科目区分としては、系列をまたいだ複合領域を含めて 4
つ）に分け、学生にはいずれかの系列に基盤をおいた専門性を身につけさせた上で他の 2
系列に関しても基礎知識を幅広く習得させることを目標としている。そのため、この 3
系列からそれぞれ 2 科目ずつを必修科目に指定している【資料 4 -2 ,  4 - 3】。  

 機械制御システム学科は、「専門科目」を大きく専門基礎科目、専門領域科目、専門総

合科目の 3 つに分けている。専門基礎科目は機械・制御系学科としての基礎的な科目か

ら構成され、必修科目を多く含む。専門領域科目は、さらにシステムダイナミクス、シス

テムデザイン、エネルギー・環境の 3 領域に分けてあり、すべて選択科目となっている。

ここから学生は自らの志向・専門に沿って履修科目を選ぶことになるが、その指標となる

専門領域別履修ガイドを学科パンフレットで紹介している【資料 4 - 2 ,  4 -4 ,  4 - 10】。  
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 環境システム学科は、世界各国の共通目標である S D Gs の達成に寄与しつつ、学科独

自の「S D G s」（S：サービスラーニング、D：デザイン思考、G：グリーンインフラ・

エンジニアリング、 s：システム思考）を教育の基本方針として掲げることで、このよう

な国際社会および地域社会の課題解決のための手法を学ぶ場や機会を提供している。育て

たい人物像とカリキュラムとの関係を w eb サイトで紹介している【資料 4 -2 ,  4 - 1 5】。  

 生命科学科は入試の時点で生命科学コースと生命医工学コースにわけて学生を募集して

いる。しかし、両コースとも、所属コース以外の専門科目も卒業要件に算入される科目と

して履修できるようにしている【資料 4 - 2 項目 I I -2 ,  4 - 6 ,  4 -7】。  

 数理科学科は、「専門科目」を、純粋数学の柱である「代数・幾何・解析」と、科学・

工学につながる「応用数理」、情報系につながる「情報数理」、金融系につながる「金

融・保険数理」にわけている。学生の進路希望にあわせた履修モデルを、学科ガイダンス

において提示している【資料 4 -2 ,  4 - 8】。  

 なお、システム理工学部では共通教育（人文社会・語学・体育・基礎科目）担当の教員

も含めて、全教員がいずれかの学科に所属し、総合研究（卒業研究）指導も担当している。

そのため、共通教育担当者と学科専門教育担当者の距離が近く、総合・共通科目と専門科

目の連携を行いやすい環境にある。実際に、両者の間では日常的に意見交換が行われ、互

いの教育内容へのフィードバックが果たされている。  

 高校までの「正解のある問題解答」型教育・授業と大学における「問題発見・解決」型

教育・研究の違いを理解させるため導入（初年次）教育が重要である。そこで各学科とも、

高校教育から大学教育にスムースに移行できるよう科目の設置を工夫している。  

 電子情報システム学科は初年次教育として必修科目「電子情報システム総論」を設置し

ている。この科目は電子情報システム学科のカリキュラムの理念・目的や構造を踏まえ、

各学生が戦略的に科目を選択し、体系的な知識を身につけられるよう開講したものである。

さらに、高等学校と比較して選択科目のある大学教育の特徴を知るための重要な機会にも

なっている。  

 機械制御システム学科では入学直後の新入生オリエンテーションを通じてスムースに大

学生活に移行できるよう配慮しているのに加え、1 年次後期開講の選択科目「機械システ

ムセミナー」において、学科所属の各研究室で行っている研究テーマ、その内容および研

究を行う上で必要となる知識を紹介し、総合研究の取り組み方について説明している。  

 環境システム学科では初年次教育の一環として、新入生オリエンテーション合宿におい

て現地見学とワークショップを体験させることで、問題発見・解決型学習方法の基礎を習

得させている。また、1 年次前期開講の「環境システム入門」において高校までに学習し

た各種環境問題の科学的背景や問題解決型アプローチの基本的考え方を修得させ、さらに

1 年次後期の「基礎実技」において将来の専門技術者となるための基本技術を修得させて

いる。  

 生命科学科では、導入教育を入学時のガイダンスにおいて行い、大学での勉強の進め方

や心構えの説明、学科研究内容の見学およびそのプレゼンテーションを実施している。ま
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た 1 年次前期開講の選択科目「生命科学概論」において、学科所属の各教員がこれから

行う教育や各研究室の研究内容の紹介を行い、学生が生命科学科の全体像を把握し、総合

研究や卒業後の進路を意識した学修計画を立てる一助としている。  

 数理科学科では、初年次教育として 1 年前期開講の必修科目「基礎数理セミナー」を

配置し、新入生全員をいずれかの研究室に配属して、少人数・導入教育を実施している。  

 1 年次前期に「共通科目」の「システム・情報科目」の科目区分で全学部生に向けて開

講している選択科目「創る」も初年次教育の役割を担っている。前述の通り、「創る」は

システム工学教育の第一歩として位置づけられた演習科目で、学生を 5 学科混成の十数

人からなる班にわけて行われる、システム理工学部の名物科目である。学生には班ごとに、

班の担当教員から指定されたテーマに沿った創作物を発案、半期をかけて何らかの「もの」

を創造させる。その過程を通して、システム思考やシステム手法の必要性、プロジェクト

を遂行するためのシステムマネジメントの大切さなどを体験することになり、2 年次から

始まるシステム工学教育受講のモチベーション向上を期待している。また、班で活動する

ことで、他学科の学生、あるいは、必ずしも自学科の教員ではない班担当教員との交流も

行われている。  

 教育課程の編成は、全学内部質保証推進組織が示した方針に従い、各学科、部会が自己

点検し、教務委員会、共通科目委員会が中心となり、課題や改善点等について協議し、取

りまとめを行い、主任会議、教授会を通じて承認する仕組みとなっている。  

④  学生の学習を活性化し、効果的に教育を行うための様々な措置を講じて

いるか。  
評価の視点  

  各学部・研究科において授業内外の学生の学習を活性化し効果的に教育を行う

ための措置 

・各学位課程の特性に応じた単位の実質化を図るための措置（１年間又は学期

ごとの履修登録単位数の上限設定等）  

・シラバスの内容（授業の目的、到達目標、学習成果の指標、授業内容及び方

法、授業計画、授業準備のための指示、成績評価方法及び基準等の明示）及び

実施（授業内容とシラバスとの整合性の確保等）  

・学生の主体的参加を促す授業形態、授業内容及び授業方法  

・適切な履修指導の実施 

＜学士課程＞授業形態に配慮した１授業あたりの学生数  

＜修士課程、博士課程＞研究指導計画（研究指導の内容及び方法、年間スケジ

ュール）の明示とそれに基づく研究指導の実施 

・各学部・研究科における教育の実施にあたっての全学内部質保証推進組織等

の関わり 
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 すべての学科においてカリキュラムマップ・4 年間の流れが作成されており、これを参

考にして科目履修・単位取得することで学修・教育目標が達成できる【資料 4 -2 ,  4 -3 ,  
4 -4 ,  4 - 5 ,  4 - 6 ,  4 - 7】。履修科目登録を行うにあたり、学生はカリキュラムマップ・4 年

間の流れとともに各科目のシラバスを参照するが、本学ではすべての授業科目について統

一フォーマットのシラバスを作成・公開している。各科目のシラバスには「科目情報（科

目名称・コード・担当教員）」、「授業の概要」、「授業の目的」、「達成目標と学習・

教育到達目標との対応」、「授業で使用する言語」、「授業計画（授業時間外課題、必要

学習時間を含む）」、「達成目標との対応・割合（評価方法ごとに占める割合）」、「評

価方法と基準」、「教科書・参考書」、「履修登録前の準備」、「オフィスアワー、質

問・相談の方法」、「環境との関連」、「地域志向」、「社会的・職業的自立力の育成」、

「アクティブ・ラーニング科目」、「実務経験のある教員による授業科目」、「SD Gs
関連項目」を明記している。シラバスは大学 we b サイトを通して公開されていて、学生

および教職員は学内外からいつでも閲覧することができ、授業内容・方法とシラバスの整

合性について確認できる【資料 4 - 16】。  

 上記の通り、各科目では予習・復習がしやすいよう、シラバスにきめ細かい授業計画お

よび対応する授業時間外課題と必要学習時間を明記し、これをもって単位認定に必要な学

習時間の確保を担保している。さらに、学生が過剰な科目履修を行い十分な学習時間を確

保できない事態に陥らないよう、授業科目の履修単位数制限制度（いわゆる C A P 制）を

導入している【資料 4 -2 項目 I I - 4】。また、計画的な履修のための動機づけとして GP A
も導入している【資料 4 - 2 項目 IV -2】。なお、各学科とも、年度当初の学部・学科ガイ

ダンスにおいて、習得すべき科目等について指導している。実際に予習・復習が行われた

かどうかは「自己評価授業アンケート」で確認している。  

 教育目標の達成に向けた授業形態（講義・演習・実験等）の採用については、講義と演

習（「情報処理 I」、「同演習」など）を組み合わせて運用し、学生に学習のコツを体得

させるなどといった工夫をしている。特に、システム理工学部の最大の特徴であるシステ

ム工学教育については、前項で述べた通り、学部設立当初から A L・P B L を導入し、学

生が主体的に学ぶ形態をとっている。また、教員のオフィスアワーを利用して教員自身が

学習を個別にサポートする体制、非常勤講師による「学習サポート室」、大学院生による

「よろず相談コーナー（旧学習相談コーナー）」を整えた上で、必要な科目を必修科目化

し、基礎学力が確実に身に付く体制も整えている。なお新入生に対しては、基礎科目と関

連した高校の科目の履修状況についてのアンケートを実施し、基礎科目を授業する際の参

考にしている。  

 学習指導の充実、組織的な学習サポート体制として、各教員のオフィスアワーの設定、

学年担任の配置、学修ポートフォリオの導入、学習相談室の設置があげられる。新入生に

対しては、各学科とも合宿等の新入生オリエンテーションを実施して導入教育を行ってい

る。新入生オリエンテーションには教員と新入生あるいは新入生間の親睦を深め、学生生

活の円滑な開始を支援する意味もある。また、学業不振者に対しては、学年担任を中心と

して、成績配布時に面談を実施している。さらにラーニング・コモンズとして「イ・コ・

バ」を整備し、学生が個人で自習あるいはグループ学習できる場としている。上記「よろ
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ず相談コーナー（旧学習相談コーナー）」は 2 01 2 年度に設置され、現在は「イ・コ・バ」

の一角で運営されている。さらに 20 19 年度からは新たに「数学物理学習サポート室」が

1 号館に設置され、運営が始まった【資料 4 - 17】。  

 学期毎に行っている授業に関する自己評価授業アンケートは、各科目における学習時間

や満足度に加え、シラバスにおける達成目標毎に、学生自身がどの程度達成したかなどを

5 段階評価で回答するものであり、自由記述欄もある。アンケート結果は学内で公表され、

アンケート項目からシラバスに基づいて授業が展開されているかどうかが評価され、全学

内部質保証推進組織にもフィードバックされる体制が構築されている。  

新型コロナウイルス感染拡大下での学生の主体的参加を促す授業形態、授業内容及び授

業方法としては、20 2 0 年度後期から C O V ID - 1 9 対策として三密を避けた対面とリモー

トのハイブリッド授業を実施した。また、教育効果維持のために教職員の活発な情報交換

により積極的に F D S D  活動に取り組んだ。対面授業での演習・製図・実験等では、学生

同士が密にならないよう配慮し、新型コロナウィルス感染防止対策（フェイスシールドお

よびマスクの着用、アルコール消毒、検温など）を徹底した上で、対面で実施している。  

また、システム思考を養成するための 1 年生前期の「創る」（選択科目、P B L）、 2
年生の学部必修科目「システム工学 A、同演習 A」、「システム工学 B、同演習 B」は

P B L 科目ということもあり、これまでは対面授業を前提に運営されてきた。今般の新型

コロナウイルス感染拡大に伴い、20 20 年度は IC T 技術を活用したオンライン実施への

転換を図った。このオンラインでの大規模な P B L  の実施（反転講義、演習の開発と実施、

オンライン形式の工夫）は、「オンラインでの大規模 P B L  と反転授業の開発と実践―コ

ロナ禍での教員、職員、学生の協働による学修機会の保証と学習成果の向上―」として関

東工学教育協会業績賞となった【資料 4 - 18】。さらに、環境システム学科の「環境フィ

ールド実習」、「環境フィールド体験」では、教員や SA  のみが現地に赴き自宅にいる

学生に「ライブ中継」授業を実現し、「ライブ中継を取り入れた授業による現地見学・社

会活動の実践と S D G s 達成への貢献」として学内の「20 20 年度教育賞」を受賞している

【資料 4 -1 9】。また、環境システム学科の地域志向型 P B L 科目「環境システム応用演

習 A /B」においては、C O V I D - 1 9 への対応・対策として、①ブレンディッド・ラーニン

グ学修と②ハイブリッド・クラスルーム教室の二方向での授業方法を計画・実施した。①

複数教員による複数の講義演習（調査分析・技法）は、反転授業形式で、時間にとらわれ

ない自由な学修方法を可能にした。②対面型・遠隔型・現地調査の 3 パターンを分散計

画し、感染予防対策を徹底した。学生は 3 週間に 1 回の対面型授業を行ったが、「3 週

に一度の登校日が一層有意義だった」「コロナが怖かったが安心して授業を受けられた」

などの声が聞かれた。オンラインミーティングについては、デジタルツールの有効性を認

めつつ、「相手の空気感が伝わりづらい」「話し出しにくい」、あるいは「今後の社会に

は必要な技術なのでよい経験になった」などの声が複数あった【資料 4 -2 0】。これらの

活動を通じて、環境システム学科では新型コロナウイルス感染症拡大防止のための「校外

活動ガイドライン」を制定し、1 0  日前からの検温や承諾書の提出、密を避けた現地での

活動や緊急時への対応などのチェックリスト記入を義務づけた。これは、当該ガイドライ

ン制定のモデルにもなった【資料 4 -2 1】。  
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総合研究指導では、Zoo m  や M i c r os o f t  T ea ms  を用いたミーティングや個別の研究

指導を行ってきた。また，大学の職域ワクチン接種（１回目： 2 02 1  年７月上旬、２回

目：2 02 1  年８月上旬）を奨励し、多くの教職員および学生が接種した。20 21 年 1 0 月

1 日付の学生、教職員の接種率は 75％以上であった【資料 4 - 2 2】。  

⑤  成績評価、単位認定及び学位授与を適切に行っているか。  
評価の視点  

  成績評価及び単位認定を適切に行うための措置 

・単位制度の趣旨に基づく単位認定 

・既修得単位等の適切な認定  

・成績評価の客観性、厳格性を担保するための措置  

・卒業・修了要件の明示 

・成績評価及び単位認定に関わる全学的なルールの設定その他全学内部質保証

推進組織等の関わり 

  学位授与を適切に行うための措置  

・学位論文審査がある場合、学位論文審査基準の明示・公表  

・学位審査及び修了認定の客観性及び厳格性を確保するための措置  

・学位授与に係る責任体制及び手続の明示  

・適切な学位授与 

・学位授与に関わる全学的なルールの設定その他全学内部質保証推進組織等の

関わり 

 成績評価は、シラバスに「評価方法と基準」が明示されており、これに基づいて厳格に

行われている。科目ごとにその内容に合うよう、期末テスト、中間テスト、レポートなど

様々な評価方法を適用しているが、それぞれどの程度の割合で成績に反映されるか、具体

的に記述するようにしている。これらはすべてシラバスの一部として大学 we b サイト上

に公開されている【資料 4 -1 6】。また、必修科目「総合研究」（いわゆる卒業研究であ

り、学部教育の集大成）に対してはルーブリックを作成、これを学生に提示している。

「総合研究」の成績評価は、このルーブリックに基づいて行われている【資料 4 - 23】。

学部長は全科目の成績評価を点検し、合格率 6 0 %未満の科目については担当教員に成績

評価の見直しを行わせて、科目毎の難易度の標準化を図っている【資料 4 -2 4】。将来的

には全学的に成績評価を標準化するルールを設定する必要があると考える。  

 本学以外の「他大学等の教育機関」で単位を修得した場合、それが教育上必要と認めら

れた時には、本学の単位として認定される制度（学外単位等認定制度）がある。この制度

では本学在学中に他大学等の教育機関で取得した単位（本学併設校出身者が先取り授業で

取得した単位を含む） 60 単位を上限として認定する。ただし、学士入学、編入学、転

部・転科入学をした学生についてはこの制度は適用されない【資料 4 -2 項目 I I I -6】。  
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 進級条件確認や卒業判定は、各学科とも厳格に規定された卒業要件に基づいて学科会議

にて審議し、適切に行っている【資料 4 - 2 項目 I I -2 , 3】。総合研究の単位および学位に

ついては、中間発表会や最終発表会での発表を複数教員で審査し、各指導教員の報告およ

び学生の提出した総合研究報告書（卒業論文）の現物確認を行った上で総合研究のルーブ

リックを踏まえて判定し【資料 4 - 23】、最終的には学科会議にて認定している。各学科

のルーブリックについては教育イノベーション推進センター IR 部門の主導の下、作成し

ている｡  

 

⑥  学位授与方針に明示した学生の学習成果を適切に把握及び評価している

か。  
評価の視点  

  各学位課程の分野の特性に応じた学習成果を測定するための指標の適切な設定  

  学位授与方針に明示した学生の学習成果を把握及び評価するための方法の開発  

≪学習成果の測定方法例≫  

・アセスメント・テスト 

・ルーブリックを活用した測定  

・学習成果の測定を目的とした学生調査  

・卒業生、就職先への意見聴取  

  学習成果の把握及び評価の取り組みに対する全学内部質保証推進組織等の関わ

り 

 本学の教育改革を進める組織として教育イノベーション推進センターが設立されている

【資料 4 - 25】。ここで、学生の学習成果を測定するための評価指標の開発とその適用に

ついて検討している。例えば、同センターのキャリア教育部門では社会的・職業的自立心

の客観的評価のため P R O G テストを、グローバル推進部門ではグローバル理工学人材育

成を目指して T OE IC - IP テストを導入し、いずれも入学早々新入生に受けさせている

【資料 4 -2 5】。P R O G テストについては 3 年次に再び受けさせ、その間の学習成果を測

定している。T OE IC テストについては、2 016 年度からは 1 ,  2 年次の英語科目の成績評

価に期末試験時の学内 T OE IC -I P スコアを組み込み、受験を必須とすることで英語学習

成果の追跡が可能となった。学生の自己評価については IR 部門が、主体的学習と振り返

りの手段の意味も込めて、e ポートフォリオシステムを導入推進して学生に活用してもら

っている【資料 4 - 26】。学部教育の集大成である総合研究（いわゆる卒業研究）に対し

ては、同じく IR 部門の主導により各学科ともルーブリック（学習到達度評価基準）を作

成し、これを基準として成績評価を行っている。  

 教育効果の検証の一つとして上記の通り、P R O G テストを導入し、学生が本学の教育

を受けて社会的・職業的自立力を養えたかを測定している。P R O G テストはまず初めに

大学院システム理工学専攻の「システム工学特別演習」の一環として取り入れ、その後
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20 13 年度からは、グローバル人材育成へ向けた英語力向上のための T OE IC - IP テスト

とともに、学部へも導入している。P R O G テストの結果は本学教育イノベーションセン

ターキャリア教育部門で分析し、社会的・職業的自立力を促す科目の設定方法や推奨科

目・ガイドラインの検討などに用いられている。  

 また、2 01 8 年度からの新しい試みとしては、新入生に対して入学直後にアセスメント

テストを実施した。テストの科目としては数学、英語、理科（物理あるいは化学）であり、

入学時点での新入生各自の基礎学力を評価することができ、入学後の学習成果を把握する

ための基礎データとして利用することを考えている。  

 学生が全教育課程を終えた時点での「授業評価アンケート調査」（卒業時の学生からの

評価）を毎年実施しているが、学部の教育内容については、多くの好意的な意見が寄せら

れている【資料 4 - 27】。一方で、批判的な意見については精査しておく必要があると考

えている。また、志願者数、就職・大学院進学状況とも概ね良好であり、少子化・理工系

離れ、景気の長期低迷の傾向を考えれば、社会から一定の支持を得ているものと思われる。  

 

⑦  教育課程及びその内容、方法の適切性について定期的に点検・評価を行

っているか。また、その結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行ってい

るか。  
評価の視点  

  適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評価 

・学習成果の測定結果の適切な活用  

  点検・評価結果に基づく改善・向上  

 教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針の趣旨を大きく変えてはいな

いが、時代環境に合わせた微調整や、これらが内外により良く周知されるような表現の変

更は行ってきている。例えば、電子情報システム学科では学科会議で継続的な議論を行い、

学科の理念も含めた検証・改善を行ってきた。また、学部では毎年、学修の手引【資料

4 -2】の改訂を行っているが、その際、教育目標・3 つのポリシー（ディプロマ、カリキ

ュラム、アドミッション）【資料 4 - 1】についても見直しをかけて適切性や表現について

検証、必要に応じて修正を加えている。  

 本学は全学的に学期毎に自己評価授業アンケートを行い、その結果を個々の授業内容・

方法の改善に役立てている。アンケート結果は教員にフィードバックされるとともに学内

には大学 w eb サイトを通して公表されている【資料 4 -2 8】。各教員は毎年度シラバスの

更新を行うことが義務付けられているが、その際にはこのアンケート結果等も参考にして

自身の授業を振り返り、次年度のシラバスに反映させている。また、工学部とシステム理

工学部では年に 1 度、学生会組織との話し合いの場を設け、カリキュラムに関する要望

についても意見を聴取している。システム理工学部ではこれらの情報も含め、社会情勢等

本学を取り巻く環境も見据えて適宜科目の改廃を行い、教育課程の改善に努めている。  
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システム理工学部の教育課程の編成は本章③の項目に述べた通りである。このうち各学

科「専門科目」の運用・検証・改善の主体は当該学科が担うが、「専門科目」以外の科目

を扱う組織として、システム理工学部では共通科目委員会を設置している。共通科目委員

会は総合部会、語学部会、基礎部会、システム・情報部会、教職部会から構成され、それ

ぞれ「総合科目（英語科目以外）」、「総合科目（英語科目、第二外国語）」、「基礎科

目」、「システム・情報科目」、「教職科目」の運用・検証・改善を担当している。科目

の改廃にあたっては、その科目が学科専門科目であれば当該学科で議論の後、申請が行わ

れる。専門科目以外（共通科目）であれば、該当する部会における議論を経て共通科目委

員会の全体会議にて審議、その結果を受けて申請が行われる。いずれの場合も、申請内容

はその後、教務委員会にて学部全体における整合性の確認などが行われ、最終的に教授会

にて審議、改廃の是非が決定される。  

 共通科目委員会を構成する委員は必ずしも共通科目担当教員とは限らず、学科専門科目

担当教員も含まれる。さらに、「創る」、「システム工学演習」などの共通科目について

は学部全教員が年度単位の輪番で担当にあたり、システム理工学部では全教員が共通科目

に携わる体制をとっている。一方、たとえ主に共通科目を担当する教員であっても、シス

テム理工学部では全教員がいずれかの専門学科に完全分属している。そのため、共通科目

委員会における議論の推移は各学科所属委員によりそれぞれの学科に伝えられ、逆に同委

員により学科の要望等を共通科目委員会に吸い上げる体制ができており、各学科の要望に

応えたカリキュラム改善が行えている。図 4 . 3 にシステム理工学部における教育課程改

善の体制を示す。  

  

図 4 . 3  システム理工学部における教育課程改善の体制  

〈２〉長所・特色  

 学部の教育目標（理念）と、教育目標に基づくディプロマ・ポリシーを明示することで、

学部の目指す方向が明確になっている。さらに、教育目標・ディプロマ・ポリシーに基づ

いてカリキュラム・ポリシーを策定、科目配置・区分を行ったが、各科目の区分が教育目
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標のどの部分に基づくものかがカリキュラム・ポリシーに明記されていて、学生が各科目

の意図を把握するのに役立っている。また、各学科とも学部・学科の教育目標・カリキュ

ラム・ポリシーに従って履修モデルを構築し、これを学生に周知することで、学生が教育

目標に沿った履修計画を立てられるよう支援している。  

 学部の教育目標等の社会への周知、特にオープンキャンパスやホームページを通した高

校生への周知により、本学部志願者数は若干の波はあるものの概ね好調に推移している。

入学者・在学生にとっては、各科目の学部教育目標の中での位置づけや科目間の関係を示

したカリキュラムマップの作成・公開が、上記の履修モデルの提示とともに、各自が履修

計画を立てるのに役立っている。  

 国際化を進める大学の方針に従い、2 0 17 年度からシステム理工学部の 3 学科（電子情

報システム学科、機械制御システム学科、生命科学科）に国際コースを開設した。2 0 19
年度からは国際プログラムと名称変更し、システム理工学部全学科での展開となっている。

そのパンフレットを作成し、オープンキャンパス、研究室見学会等の際にこれを用いて国

際プログラムの教育目標や教育課程の編成・実施方針の周知に努めた【資料 4 - 29】。な

お、国際プログラムを含めた学部学生が留学し易くなることも意図して、他の 3 学部と

も協議のうえ、2 0 1 7 年度から全学的に授業実施形態を 1 コマ 10 0 分、半期 1 4 週の形に

切り替えた【資料 4 -3 0】。  

 本学の国際化の一つ、グローバル理工学人材育成のための教育課程におけるグローバル

化の取り組みがシステム理工学部の教育課程に及ぼした影響として、「国境なき科学」計

画によるブラジルからの留学生を主な対象とした英語による授業を開講したことがあげら

れる【資料 4 -3 1】。「国境なき科学」計画は 2 01 6 年秋の時点で当面の間実施停止とな

っているが、この時開講された英語による授業は対象を一般留学生だけでなく、日本人学

生にも広げ、継続して開講している（科目新設等、増強も進めている）【資料 4 - 32】。

これらの科目を日本人学生が履修することにより、学部学生の英語力向上にも貢献してい

る。  

 さらに 2 01 4 年度からは正課において単位認定を伴う短期留学での海外派遣の試みも始

まっている。特に電子情報システム学科では、2 01 5 年度から「国際電子情報システム実

験 I」、「同 I I」を新設して海外提携校で履修した実験科目を電子情報システム学科の選

択必修科目として単位認定することで、日本人学生の海外留学を後押ししている【資料

4 -2 ,  4 - 16】。また、これらが上記国際コースの英語認定科目にもつながっている。  

 教育課程の適切な編成とその改善・向上に関しては、共通科目委員会や学科会議におけ

る議論を経て、カリキュラム・ポリシーに従いつつ時代の要請に合わせた科目の改廃を進

め、学部・学科の教育目標がより良く達成できるよう努めてきている。例えば、2 01 3 年

度の報告書では『グローバル人材育成へ向けて英語の重要性が高まる中、当学部の学生の

英語能力が必ずしも十分ではない事から、英語教育のあり方を検討し改革する必要がある』

としたが、この件に関しては 20 11 年度から「システム理工学部の語学教育に関する将来

像検討委員会」において検討を進め、20 1 5 年度からはカリキュラムを刷新した英語教育

を行っている【資料 4 - 33】。  
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 また、2 01 1 年秋にはシステム工学教育 2 0 年の蓄積を教科書の形に取り纏めた【資料

4 -3 4】。本学部におけるシステム工学教育は、2 01 3 年度には経済産業省の社会人基礎力

を育成する授業 3 0 選に選ばれ、教科書も関東工学教育協会賞の著作賞に選ばれた。これ

はシステム工学の体系的教育がなされていることの証左である。社会人基礎力の育成に関

しては、『地域と人類社会の発展に寄与する有能な人材の育成』（学部理念より）を目的

とした教育の一つとして、システム理工学部の科目「システム工学演習 C」を大学院シ

ステム理工学専攻の科目「システム工学特別演習」と連携させて分野・学年混成による実

社会に近い P B L を実施していることもあげられる【資料 4 - 3 5】。さらに、20 1 4 年度採

択された S G U 事業との関連を意識しつつグローバル理工学人材育成のための試みである

グローバル P B L との連携も進めている【資料 4 - 36】。  

 このように、システム工学教育においては、システム理工学部は設立当初より A L・

P B L を取り入れた教育を行っている。なお、専門科目教育においても、例えば電子情報

システム学科では学科専門科目「データ構造とアルゴリズム I」に反転授業を取り入れた

教育を始めている【資料 4 - 16】。  

ラーニング・コモンズとして整備した「イ・コ・バ」では、P B L 演習、オンライン講

義受講、自主学習、学習支援の場として活用されている。この「イ・コ・バ」の一角に

C en t enn i a l  S IT  A c t i o n「教育の実質化のための学習サポート体制整備」として「よろ

ず相談コーナー（旧学習相談コーナー）」を設け大学院生が学部学生の学習を含む大学生

活全般について支援を行っている。その学習支援には、大学院生が学生を適切な教員に仲

介するコンシェルジェ機能も含まれている。20 1 5 年度からはグローバル教育を補助・強

化するため、「イ・コ・バ」とは別に 1 号館に GL C（グローバル・ラーニング・コモン

ズ）を開設し、英語の授業とも連携をとった語学学習のサポートを行う場として活用され

ている。さらに 20 1 9 年度からは「数学物理学習サポート室」を 1 号館に開設し、数

学・物理科目の非常勤講師を常駐させることにより演習を中心とした補講を行い、成績下

位学生の底上げを図る取り組みも始めた。  

 学生の学習効果を測定するための評価指標の開発とその適用の一環として 2 01 2 年度に

GP A と履修単位数制限制度を導入した。システム工学教育に関しては P R O G  テスト、

英語教育に関しては T OE IC - IP を導入した。P R O G  テストの結果は学内にフィードバ

ックされ、システム工学の強みを学内に紹介してキャリア教育に活かすとともに学生の意

識向上にもつなげている。これは教員にとってもシステム工学教育の強みを再確認する良

い機会となっている。T OE IC 試験結果について見ておくと、20 1 5 年 4 月時点のスコア

平均点が 3 5 2 点であったものが、2 01 7 年前期末時点の平均点 4 32 点となった【資料 4 -
37】。さらに、2 02 1 年 7 月の時点で、各学生の T OE IC 最高スコアの平均点は 52 6 点

まで伸びている。これらの結果より、英語カリキュラム刷新の顕著な成果が現れているこ

とが分かる。さらに、20 1 7 年度末時点の学部全体の T O E IC スコア  5 50 点達成状況が

19 . 3 %であったものが、2 01 8 年度末時点では 28 . 1 %となり、1 年間で約 1 0 ポイントと

いう大幅な向上となっている【資料 4 - 38】。さらに、20 20 年度末では 42 . 9 %まで上昇

している【資料 4 - 3 9】。  
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 学生の自己評価、卒業後の評価については 20 11 年度、当学部創立 20 周年を記念して、

OB・O G を招待した 20 周年交流会を開催している。OB・O G の声は、当学部の教育内

容と社会のニーズの両者を知る者の発言であり、貴重な情報源である上に卒業後の学生の

自己評価を聞く機会でもある。OB・O G との交流会については 2 01 2 年度には「卒業生

の集い」、20 1 3 年度以降は「システム理工学部の集い」との名称で開催している【資料

4 -4 0】。なお、2 0 1 6 年度はシステム（理）工学部設立 25 周年、大宮キャンパス開講

50 周年の節目となり、その記念行事を行った【資料 4 -4 1】。これらの行事開催により、

社会で活躍している卒業生の生の声を聞くことができ、在学生にとっては自らのキャリア

を考える良い機会に、教職員にとっては教育課程・内容の改善に役立っている。  

また、より客観的な卒業後の評価と卒業生の追跡調査の試みとして、2 02 1 年度に在籍

時の成績分布と P R O G 結果の相関などを考慮した分析を行った。自由記述の「学生に教

えてほしいと卒業してから気づいたこと」を確認することで、システム理工学部の教育に

対する妥当性確認ができた【資料 4 -4 2】。  

 本学には 2 01 6 年度まで優秀教育教員顕彰制度があり、システム理工学部では F D 委員

会が自己評価授業アンケートの結果に基づき優秀教育教員候補者を選考し、この制度に推

薦してきた【資料 4 - 43】。本制度の運用変更に伴い、2 0 17 年度からはシステム理工学

ベスト授業賞規程を制定し【資料 4 -4 4】、ベスト授業賞担当教員を引き続き F D 委員会

で選考している。これも本学部の教員の資質向上へとつながり、ひいては学生の学習の活

性化にもつながるものと考えている。なお 2 01 8 年度から、研究・教育の活性化の１つの

契機となり、専門領域に特化しない議論・交流の場として「システム理工学部フォーラム」

を開催している【資料 4 -4 5】。フォーラムでは、ベスト授業賞担当教員による授業改善

の方法、教育事例紹介等についての講演を実施しており、ベスト授業実践者のノウハウを

学部で共有することで、教員個々の教育改善に役立てている。  

〈３〉問題点  

 学部の教育目標（理念）に基づく学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）について、そ

の趣旨は変えないとしても、具体的な記述については時代環境に合うよう定期的な見直し

が必要である。ディプロマ・ポリシーから導かれた教育課程の編成・実施方針（カリキュ

ラム・ポリシー）も同様である。なお、学部の理念、学部・学科のディプロマ、カリキュ

ラム・ポリシーとも、大学 w e b サイトあるいは履修の手引にて公表しているが、その存

在自体に気づいていない学生、存在は知っていても内容はよく理解していない学生も少な

からずいると思われる。今後もより効果的な公表方法について継続的に検討して学部の理

念とディプロマ、カリキュラム・ポリシーを学生に周知し、理念に沿った学修をして本

学・学部の期待する理工系人材を育てる体制を作る必要がある。  

 ディプロマ、カリキュラム・ポリシーの修正の有無にかかわらず、具体的な科目設置に

ついては大学を取り巻く環境の変化に合わせて調整する必要がある。今後とも定期的にカ

リキュラムの点検を行っていく。特に、S G U 事業の一環として 2 01 7 年度に 3 学科から

始めた国際コース（現国際プログラム）の拡充に合わせて、一層体系化された教育課程を
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構築していく必要がある。関連して、日本人学生の海外修学機会を一層充実させる必要が

ある。海外提携大学との連携強化により交換留学等の長期留学機会を増やすだけでなく、

グローバル P B L 等の短期相互交流の機会も増やしていく。また、英語による授業を拡充

し、本学のグローバル化に寄与していく。  

 なお、教育のグローバル化を目指して英語による授業の開講を進めてきたが、それが主

に「国境なき科学」という外部の計画にそった形で始められ、人的資源や教室配置等でや

や無理をしていた部分がある。持続的にグローバル化を進めるには、長期的な視点から考

え直す必要がある。その一方で国際 P B L のように学内の教育課程の自然な延長線上にあ

るものをさらに発展させることが望まれる。  

 高大連携については、初年次教育をカリキュラムに組み込んで行っている学科もあれば、

新入生オリエンテーション等の行事を通して行っている学科もある。近年は大学入学前に

身につけているべき初歩的な知識・技能（数学・語学能力のほか、工作技術・経験なども

含めて）を持たない新入生も目立ち、単位を伴う科目としての初年次教育の導入について

検討を始めている学科もある。初年次教育については学部内で情報共有を進め、新入生が

高校教育から大学教育にスムースに移行できる方法について検討していく。  

 学生の学習の活性化支援の一端として設けた学習相談コーナーについて、現時点ではそ

の利用率はあまり高いとはいえない。そこで、2 02 1 年度からよろず相談コーナーとして

体制を一新してスタートした。今後の利用方法などを含めて継続的にモニタリングしてい

く必要がある。2 01 5 年度からの英語カリキュラムの改革に合わせて、GL C に語学用の

英語学習サポート室を設置した。こちらは英語授業との連携もあり一定程度利用されてい

るが、開室されてから 4 年目になることあり、より良い活用がなされるよう今後とも見

直し・改善を図っていく。また、20 1 9 年度から数学物理学習サポート室を設置し、理系

基礎科目における成績下位学生の底上げを図っているが、運用を軌道に乗せるために試行

錯誤を行っている段階である。  

 各科目の学習にあたり指針となるシラバスは、「環境との関連」、「地域志向」、「社

会的・職業的自立力の育成」といった項目が加わるなど、その内容が肥大化の傾向にある。

さらにシラバス自体が印刷物から大学 w eb サイトに移行した。シラバスのスリムアップ

化、メディアの特性を活かした形態の模索といった検討が必要である。さらに、学修ポー

トフォリオや L M S（ラーニング・マネジメント・システム）などの他の支援システムと

の連携も含めて、継続的な見直し・改善を進めていく。  

 科目の成績評価に関して、現状では科目間で成績の分布（平均点、分散）に大きなばら

つきがある。個々の科目の性格の違い、履修者の偏りなどもあり、一律に分布の均等化を

図ることは必ずしも正当とはいえないが、なんらかの標準化を検討すべきである。また、

国際コースでは 3～4 年次の間に 1 セメスター以上の留学を行う。国際プログラムにおけ

る単位認定の方針は定まっているが、実際にこのコースカリキュラムを進めていった際、

特に提携先（留学先）での教育内容・水準を見極めて、成績評価・単位認定の方法を調

整・改善していく必要はある。さらに、学生自身の学力のばらつきを是正するための工夫

も必要である。イ・コ・バ／1 号館に設けたよろず相談コーナー／英語および数学物理学
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習サポート室における相談内容等もフィードバックし、これらを有効活用する手立ての検

討、さらにはカリキュラム自体の改善にもつなげていく。  

 卒業判定・学位授与に大きくかかわる総合研究（卒業研究）について。その評価を客観

的・公正に行うために総合研究ルーブリックの果たす役割は大きいと考えている。総合研

究ルーブリックの内容、あるいは、その活用方法については、今後も継続的な検証・改善

を進めていくことが必要である。一方で、総合研究ルーブリックにこだわり過ぎると、学

生の多様性を排除する結果になりかねないので注意が必要である。関連して、国際プログ

ラムの学生に対する総合研究着手条件、卒業判定基準については今後十分な検討が必要で

ある。  

 学習成果の把握・評価とそれをもとにした教育課程・内容・方法の改善について、シス

テム理工学部では 20 11 年度から「システム理工学部の集い」を開催している（2 0 11 年

度は「創立 2 0 周年記念交流会」、翌 20 1 2 年度は「卒業生の集い」とし、20 1 3 年度か

ら現名称）。これは、システム理工学部の卒業生を招いて現在の活躍状況を現役学生に披

露してもらい、あわせて卒業生・現役学生・教職員の交流を図るイベントである。さらに､

20 1 8 年度からは専門領域に特化しない教員間の議論・交流の場として「システム理工学

部フォーラム」を開催し、研究・教育の活性化の１つの契機となる場を提供している。こ

のようなイベントを含めて、卒業生の声を定期的・系統的に収集し、教員間のスムースな

情報交換ができ、システム理工学部の教育課程にフィードバックする仕組みの検討が課題

としてあげられる。そこで、2 0 21 年度に客観的な卒業後の評価と卒業生の追跡調査のト

ライアルを試みた。  

新型コロナウイルス感染拡大下での学生の主体的参加を促す授業形態、授業内容及び授

業方法として、対面とオンラインを組合わせたハイブリッド講義を 2 02 0 年度後期から実

施してきた。しかしながら、講義科目ではハイブリッド授業であっても学生の大半がリモ

ート受講を行うため、実質遠隔授業化している科目が多くなっている。学生が授業に集中

しているか、どれだけ教育効果が得られるか不明であることが課題である。また、心身を

崩す学生も増えていることが問題である。各学年担任教員を中心に教職員の連携を保ち､

学生に対する丁寧なサポートに努めるようにしている。  

〈４〉全体のまとめ  

 システム理工学部では、学部の教育目標（理念）に基づき、学位授与方針（ディプロ

マ・ポリシー）を策定している。さらに、これらに基づいて教育課程の編成方針（カリキ

ュラム・ポリシー）を策定している。これらの理念・ポリシーは、学外へは大学 w e b サ

イトにより、学内にはこれに加えて履修の手引により公表している。また、受験生には、

オープンキャンパスや高校訪問の機会に学部理念・ポリシーの概要について周知するよう

努めている。  

 学部・学科の授業科目はカリキュラム・ポリシーに則って開設、配置されている。個々

の科目はその意図・性格に従って区分されているが、科目区分とその区分の科目群が目指

すところをカリキュラム・ポリシーに明記し、学生に周知している。  
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システム理工学部のカリキュラムの特徴として、全学科にシステム工学科目を必修科目

として配置していることがあげられる。このシステム工学科目、特にその演習科目は学科

横断的に実施され、学生にとっては、所属する専門学科以外の価値観・考え方にも触れて

視野を広げる機会となっている。また、学部の設立時（19 9 1 年度）から、これらの科目

はアクティブラーニング（A L）・プロジェクトベースドランニング（P B L）の考え方で

進めてきている。これらは総合的な観点から問題解決できる人材の育成といった学部の理

念によるものであるが、さらに、この理念に従い、いわゆる共通系・人文系の教員も専門

学科に分属し、総合研究（卒業研究）指導も担当している。これは実社会に存在する様々

な問題に対応できる人材の育成を目的としたものであるが、共通科目教育と専門科目教育

の連携を強める効果も与えている。なお、2 01 7 年度には大学全体に先駆けてシステム理

工学部の 3 学科に国際コースを開設したが、2 01 9 年度にはシステム理工学部全学科への

展開に合わせて国際プログラムと名称を変更し、グローバル理工系人材の育成を進めてい

る。  

 学生の履修計画立案支援として、カリキュラムマップ・履修モデルの作成・公開があげ

られる。個々の科目の履修を検討する際の情報として、大学全体の統一フォーマットによ

るシラバスが電子的に公開されている。このシラバスには科目の目的や概要に加え、実施

コマごとの授業内容とそれに必要な授業時間外課題・学習時間が明示されていて、履修登

録後の学習支援としての活用も意図している。なお、学生が無謀な履修計画を立てないよ

う、履修登録単位数制限制度（いわゆる C A P 制）を導入している。また、GP A も導入

し、学習の活性化を後押ししている。  

 成績評価については、シラバスに「評価方法と基準」を明記し、学生に周知した上で厳

格に行っている。特に学部教育の集大成といえる総合研究（卒業研究）に対してはルーブ

リックを作成・周知し、ルーブリックを踏まえた成績評価を行っている。  

 学習成果の評価に関して、P R OG テスト、T OE IC - IP テストを導入、学習成果の測定

に活用している。また、学生自身の学習成果の振り返りの手段として、 e -ポートフォリオ

（学生自己評価）システムを導入し、活用してもらっている。  

 教育課程の点検・改善にあたり、現状の問題点等については当該科目担当教員による学

科会議での報告、定期的に実施している自己評価授業アンケートによる調査、毎年実施し

ている学生会組織との話し合いによる意見聴取等により情報収集を行っている。これらを

踏まえて、専門科目については各学科が、共通科目については共通科目委員会が検討を加

え、教育内容・方法の改善、科目の改廃を行っている。  

 

〈５〉根拠資料一覧  

  資料 4 - 1：大学ホームページ／システム理工学部  

U R L :  h t tp s : / / w w w . s h i ba ur a - i t . a c . j p / f a cu l t y / s ys t e ms /  
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  資料 4 - 2：学修の手引（システム理工学部 2 021 年度版）  

U R L :  h t tp s : / / g u id e . sh i ba ur a - i t . a c . j p / t e b i k i 20 21 / s ys t e ms /  

  資料 4 - 3：大学ホームページ／電子情報システム学科  

U R L :  h t tp s : / / w w w . s h i ba ur a - i t . a c . j p / f a cu l t y / s ys t e ms / e i s /  

  資料 4 - 4：大学ホームページ／機械制御システム学科  

U R L :  h t tp s : / / w w w . s h i ba ur a - i t . a c . j p / f a cu l t y / s ys t e ms / qs ys /  

  資料 4 - 5：大学ホームページ／環境システム学科  

U R L :  h t tp s : / / w w w . s h i ba ur a - i t . a c . j p / f a cu l t y / s ys t e ms /p a es /  

  資料 4 - 6：大学ホームページ／生命科学科 -生命科学コース  

U R L :  h t tp s : / / w w w . s h i ba ur a - i t . a c . j p / f a cu l t y / s ys t e ms / b i os c i en c e /  

  資料 4 - 7：大学ホームページ／生命科学科 -生命医工学コース  

U R L :  h t tp s : / / w w w . s h i ba ur a - i t . a c . j p / f a cu l t y / s ys t e ms / b i o m ed i c a l /  

  資料 4 - 8：大学ホームページ／数理科学科  

U R L :  h t tp s : / / w w w . s h i ba ur a - i t . a c . j p / f a cu l t y / s ys t e ms / ma t h s c i /  

  資料 4 - 9：2 020 年度システム理工学部総合ガイダンス資料  

  資料 4 - 1 0：例えば，機械制御システム学科システム理工学部各学科パンフレット  

  資料 4 - 1 1：芝浦工業大学研究室ガイド（w eb 版）  

U R L :  h t tp s : / / ad mi s s i ons . s h i b au ra -

i t . a c . j p / l a bo r a to r i e s / gu i d e / i n d e x .h t ml  

  資料 4 - 12：自己点検・評価報告書（システム理工学部  共通科目委員会  教職部会）  

  資料 4 - 1 3：大学ホームページ／学部・大学院／システム理工学部紹介  -  各学科

教員・研究室紹介  -  研究テーマ  

U R L :  h t tp s : / / w w w . s h i ba ur a -

i t . a c . j p / f a cu l t y / s ys t em s / e i s / l ab / y u ta k a_ n a ka i .h t m l  

U R L :  h t tp s : / / w w w . s h i ba ur a -

i t . a c . j p / f a cu l t y / s ys t em s /q s ys / l a b / k i y o mi _ ya t ab e . h t m l  

U R L :  h t tp s : / / w w w . s h i ba ur a -

i t . a c . j p / f a cu l t y / s ys t em s /b i om ed i c a l / l a b /o k u d a _h i r os h i . h t ml  
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  資料 4 - 1 4：学修の手引（大学院理工学研究科 2 021 年度版）  

資料 4 - 1 5：環境システム学科  -  オリジナル H P  

U R L :  h t tp s : / / w w w . p ae s . s h i ba u r a - i t . a c . j p /  

  資料 4 - 1 6：システム理工学部シラバス  

U R L :  h t tp : / / s y l l ab us . s i c . s h i bau r a - i t . a c . j p / s ys . h t ml ? f =s y s & b = 3  

  資料 4 - 1 7：第 1 809 回システム理工学部主任会議資料 ( 6 )  

  資料 4 - 1 8：関東工学教育協会賞受賞者一覧  

  資料 4 - 1 9：優秀教育教員顕彰制度  

h t tp s : / / w w w . s h i b au ra -

i t . a c . j p / ab ou t / ed uc a t i on / o rg an i za t i o n / ce n te r / a wo rd . h t ml  

  資料 4 - 2 0：社会人基礎力向上を目指す地域志向活動型アクティブ・ラーニングの

カリキュラムマネジメントと教育アセスメント  

  資料 4 - 2 1：「コロナ感染防止対策方針・校外活動実施ガイドライン」についての

お願い  

  資料 4 - 2 2：学校法人芝浦工業大学における緊急事態宣言解除後の対応方針につい

て  

  資料 4 - 2 3：例えば機械制御システム学科「総合研究」の学修・教育目標、ルーブ

リック  

  資料 4 - 2 4：第 2 004 回システム理工学部主任会議資料 ( 2 )  

  資料 4 - 2 5：教育イノベーション推進センターHP  

U R L :  h t tp s : / / w w w . s h i ba ur a -

i t . a c . j p / ab ou t / ed uc a t i on / o rg an i za t i o n / ce n te r /  

  資料 4 - 2 6：教育イノベーション推進センターHP／ IR 部門  

U R L :  h t tp s : / / w w w . s h i ba ur a -

i t . a c . j p / ab ou t / ed uc a t i on / o rg an i za t i o n / i r . h tm l  

  資料 4 - 2 7：卒業時アンケート速報版について（2 01 9 年 3 月卒業生対象；教育推

進イノベーション推進センター集計）  
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  資料 4 - 2 8：システム理工学部シラバス（科目情報内担当教員レーダーチャートア

イコン；学内のみ閲覧可能）  

U R L :  h t tp : / / s y l l ab us . s i c . s h i bau r a - i t . a c . j p /  

  資料 4 - 2 9：芝浦工業大学・システム理工学部・国際コースパンフレット  

  資料 4 - 3 0：第 1 509 回システム理工学部教授会資料 (2 )  

  資料 4 - 3 1：第 1 304 回システム理工学部教授会資料 (7 )  

  資料 4 - 3 2：第 1 909 回システム理工学部主任会議資料 ( 7 )   

  資料 4 - 3 3：第 1 501 回システム理工学部教授会資料 (8 )  

  資料 4 -3 4：「システム工学 -計画・分析の方法」（井上、陳、池田）、オーム社、

20 11 . 9  

  資料 4 - 3 5：自己点検・評価報告書（システム理工学部  共通科目委員会  システ

ム・情報部会）  

  資料 4 - 3 6：大学ホームページ／グローバル／グローバル P B L  

U R L :  h t tp s : / / w w w . s h i ba ur a -

i t . a c . j p / g l o ba l /d i s p a tc h /p ro g r am / g l o b a l _p b l /  

  資料 4 - 3 7：第 1 705 回システム理工学部教授会資料 (6 )  

  資料 4 - 3 8：第 1 901 回システム理工学部教授会資料 (2 4 )  

  資料 4 - 3 9：第 2 101 回システム理工学部教授会資料 (2 3 )  

  資料 4 - 4 0：20 17 年度「システム理工学部の集い」パンフレット  

  資料 4 - 4 1：大宮キャンパス開校 50 周年システム理工学部設立 2 5 周年記念イベ

ント  

U R L :  h t tp s : / / w w w . u - p r es s c en t e r . jp / a r t i c l e / p o s t -3 61 51 . h t ml  

  資料 4 - 4 2：芝浦工業大学卒業生調査結果報告書  

  資料 4 - 4 3：大学ホームページ／教育イノベーション／優秀教育教員顕彰制度  

U R L :  h t tp s : / / w w w . s h i ba ur a -

i t . a c . j p / ab ou t / ed uc a t i on / o rg an i za t i o n / ce n te r / a wo rd . h t ml  

  資料 4 - 4 4：第 1 801 回システム理工学部教授会資料 (4 )  

  資料 4 - 4 5：20 19 システム理工学フォーラムプログラム  
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〈６〉基礎要件確認シート  

７ 学位授与方針（ＤＰ）及び教育課程の編成・実施方針（ＣＰ）の公表  

 
学部等名称  
  

公表の有

無  
（ＤＰ）  

公表の有

無  
（ＣＰ）  

根拠となる資料  

システム理工学部  ○  ○  大学 We b サイト システム理工学部

-3 つのポリシー   
h t tp s : / / w w w. s h i b au ra -
i t . a c . j p / f a cu l t y / s ys t em s /  

電子情報システム学科  ○  ○  大学 We b サイト 電子情報システム

学科 -3 つのポリシー 

h t tp s : / / w w w. s h i b au ra -
i t . a c . j p / f a cu l t y / s ys t em s / e i s /  

機械制御システム学科  ○  ○  大学 We b サイト 機械機能システム

学科 -3 つのポリシー 

h t tp s : / / w w w. s h i b au ra -
i t . a c . j p / f a cu l t y / s ys t em s /q s ys /  

環境システム学科  ○  ○  大学 We b サイト 環境システム学科

-3 つのポリシー  
h t tp s : / / w w w. s h i b au ra -
i t . a c . j p / f a cu l t y / s ys t em s /p ae s /  

生命科学科  ○  ○  大学 We b サイト生命科学科 -3 つの

ポリシー（生命化学コース）

h t tp s : / / w w w. s h i b au ra -
i t . a c . j p / f a cu l t y / s ys t em s /b i os c i e
n c e /  
（生命医工学コース）

h t tp s : / / w w w. s h i b au ra -
i t . a c . j p / f a cu l t y / s ys t em s /b i om ed i
ca l /  

数理科学科  ○  ○  大学 Web サイト  数理科学科 - 3 つ

のポリシー  
h t tp s : / / w w w. s h i b au ra -
i t . a c . j p / f a cu l t y / s ys t em s / ma th s c i
/  

 

８ 履修登録単位数の上限設定  

学部等名称  上限値  
（設定期間）  根拠となる資料  

上限  
緩和  

措置の  
有無  

根拠となる資料  

電子情報システム  
学科  

2 5 単位以下 (半期 )  
50 単位未満 (通年 )  

20 20 年 度 学 修

の手引（システ

ム 理 工 学 部 ）

p p . 2 1  

○  

20 20 年 度学修

の手引（システ

ム 理 工 学 部 ）

p p . 2 1  
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機械制御システム  
学科  

2 5 単位以下 (半期 )  
50 単位未満 (通年 )  

20 20 年 度 学 修

の手引（システ

ム 理 工 学 部 ）

p p . 2 1  

○  

20 20 年 度学修

の手引（システ

ム 理 工 学 部 ）

p p . 2 1  
環境システム学科  2 5 単位以下 (半期 )  

50 単位未満 (通年 )  
20 20 年 度 学 修

の手引（システ

ム 理 工 学 部 ）

p p . 2 1  

○  

20 20 年 度学修

の手引（システ

ム 理 工 学 部 ）

p p . 2 1  
生命科学科  2 5 単位以下 (半期 )  

50 単位未満 (通年 )  
20 20 年 度 学 修

の手引（システ

ム 理 工 学 部 ）

p p . 2 1  

○  

20 20 年 度学修

の手引（システ

ム 理 工 学 部 ）

p p . 2 1  
数理科学科  2 5 単位以下 (半期 )  

50 単位未満 (通年 )  
20 20 年 度 学 修

の手引（システ

ム 理 工 学 部 ）

p p . 2 1  

○  

20 20 年 度学修

の手引（システ

ム 理 工 学 部 ）

p p . 2 1  
 

10 卒業・修了要件の設定及び明示  
学部等名称  卒 業 ・ 修 了  

要件単位数  
既 修 得 認 定 等 （ ※ ） の  
上限単位数  

卒業・  
修了  
要件の  
明示  
有無  

根拠となる資料  

システム  
理工学部  

124 単位以上  60 単位を超えない範囲  ○  20 20 年度芝浦工業

大学学則第 1 7 条、

同第 21 条、同別表

7  
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第 5 章  学生の受け入れ  

〈１〉現状説明  

①  学生の受け入れ方針を定め、公表しているか。  
評価の視点  

  学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針を踏まえた学生の受け入れ方針の

適切な設定及び公表 

  下記内容を踏まえた学生の受け入れ方針の設定 

・入学前の学習歴、学力水準、能力等の求める学生像  

・入学希望者に求める水準等の判定方法  

 システム理工学部では教育理念に適合する学生を受け入れるために、本学部が求める学

生像を 3 項目で示したアドミッション・ポリシーを公表し【資料 5 - 1】、大学全体の方針

とともに入試要項の冒頭に明示している【資料 5 -2】。さらに各学科が求める学生像に対

して、学部共通のものに加えて各学科のアドミッション・ポリシーも策定、公表している

【資料 5 -3〜5 - 8】。  

 これらのアドミッション・ポリシーに則り本学部・学科が求める学生を募るため、また、

本学部のポリシーを受験生に周知するため、様々な広報活動を展開している。一番大きな

活動としては、オープンキャンパスがあげられる。従来、大宮オープンキャンパスでシス

テム理工学部独自に開催していたトークセッションイベントを、2 01 7 年度より工学部中

心に行っていた大宮・豊洲キャンパスにおける模擬授業に合流して開催、高校生を中心と

した来訪者にシステム理工学部各学科における教育研究活動に関する話題を提示した。た

だし、2 02 0、20 21 年度についてはコロナ禍の影響により、オープンキャンパスは we b
による開催となった。これ以外、入試部の企画により研究室見学会を定期的に実施したり、

指定校等からの依頼を受け、教員が直接高校を訪問して模擬授業を行ったりする活動等も

積極的に行っている。これらの活動により、本学部の特徴・アドミッション・ポリシーを

理解して受験してもらえるよう努めている。  

 なお、入試要項には試験方式ごとに試験科目と配点が明記されている。試験科目には出

題範囲（該当する高校の科目名）も記してあり、入学前に修得しておくべき内容を示して

いる。推薦入試による入学者に対しては、筆記試験を実施しない分、科目・課題を指定し

た入学前学習（通常、春休みに実施）を課すことで、予め修得しておくべき知識等をもっ

て入学できるよう指導している。  

  

②  学生の受け入れ方針に基づき、学生募集及び入学者選抜の制度や運営体

制を適切に整備し、入学者選抜を公正に実施しているか。  
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評価の視点  

  学生の受け入れ方針に基づく学生募集方法及び入学者選抜制度の適切な設定  

  授業その他の費用や経済的支援に関する情報提供  

  入試委員会等、責任所在を明確にした入学者選抜実施のための体制の適切な整

備 

  公正な入学者選抜の実施 

  入学を希望する者への合理的な配慮に基づく公平な入学者選抜の実施 

 学部・学科のアドミッション・ポリシーに沿った学生を受け入れるべく、また、現役学

生の安定的な確保、多様な人材の獲得、伝統である全国型大学の維持なども考慮して選抜

を行っている。具体的には、一般入試（前期・後期・全学統一・センター利用）、A O 入

試、特別入試（外国人・現地外国人）、推薦入試という複数の試験方法を採用しており、

多様で質の高い学生の確保に努めている。  

 システム理工学部の一部の学科でしか実施していなかった A O 入試については見直し

を行い、2 02 0 年度からシステム理工学部全学科にて実施する。アドミッション・ポリシ

ーにある、『深く考え、問題点を解明することに興味を持っている人』、『主体的であり

積極的に学修することに強い意欲を持っている人』、『社会に貢献しようという意志を持

っている人』を広く受け入れるという主旨は変わらないが、出願資格を「英語資格・検定

試験の英検２級レベル以上および数学検定試験２級以上」と厳格化し、書類審査による一

次選考は廃止することとした【資料 5 - 9】。A O 入試も含めたこれらの選抜方法について

は、入試要項や大学 w eb サイトで内容を公開している【資料 5 - 1 0】。各入試方式のそれ

ぞれの試験科目とその配点、高校教育課程との対応は入試要項に明示してある【資料 5 -
2】。また、学費や奨学金の情報についても入試情報サイトに公開している【資料 5 -
10】。  

 各入試方式とも採点結果を受けての合否判定は、各学科から 2～3 名ずつの委員を選出

して構成された合否判定会議において行われている。学科ごとに閉じこもって判定するの

ではなく、全学科の代表が集まった会議で合否を決めており、判定基準・結果の情報が学

部内で共有されているという意味で入学者選抜の透明性が確保されている。  

 疾患や身体に障がいがあり就学上特別の配慮を必要とする入学志願者に対しては、事前

に入試課に問い合わせるよう明記し【資料 5 - 2 項目 I I -7 受験上の配慮】、個別に対応し

ている。障がいのある学生の受け入れに関しては、校舎のバリアフリー化などハード面の

整備は進んでいる。さらにシステム理工学部の施策として大宮キャンパスに所属する障が

いをもつ学生に対するバリアフリー化を実践するとともに、教職員・学生のノーマライゼ

ーションの意識向上を図るため、「大宮キャンパスにおけるノーマライゼーションの推進」

（創立 1 0 0 周年に向けた大学戦略プラン・システム理工学部 2 0 17 年度行動計画の一つ）

を進めた。  
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③  適切な定員を設定して学生の受け入れを行うとともに、在籍学生数を収

容定員に基づき適正に管理しているか。  
評価の視点  

  入学定員及び収容定員の適切な設定と在籍学生数の管理  

＜学士課程＞ 

・入学定員に対する入学者数比率 

・編入学定員に対する編入学生数比率  

・収容定員に対する在籍学生数比率  

・収容定員に対する在籍学生数の過剰又は未充足に関する対応  

＜修士課程、博士課程＞ 

・収容定員に対する在籍学生数比率  

・収容定員に対する在籍学生数の過剰又は未充足に関する対応  

 システム理工学部の 20 2 1 年度在籍学生数は 2 , 09 4 人（5 月 1 日時点、以下同様）で、

収容定員 1 , 940 人に対する充足率は 1 . 08 となっている【資料 5 - 11】。20 16～2 019 年

度の過去 4 年間を見ても充足率は順に 1 .1 5 ,  1 . 1 3 ,  1 .1 3 ,  1 . 11（在籍者数：1 , 97 5 人、

2 ,0 05 人、2 ,0 68 人、2 , 08 4 人；各年度 5 月 1 日時点、なお 2 016 年度までの収容定員

は 1 , 7 20 人）であり、収容定員をやや超過して 1 . 12 倍程度の在籍が常態となっていた。

これは従来、システム理工学部に限らず本学全体の方針として、在籍学生数が未充足とな

ることを避けるために収容定員の最大 1 . 2 倍程度までを目安として入学者数の調整を図

ってきたことによる。実際、システム理工学部における 2 01 4～2 0 16 年度の過去 3 年間

の入学定員に対する入学者数比率は順に 1 . 1 6、1 . 11、1 .1 3（入学定員 4 30 人に対して

入学者数は順に 4 98 人、4 76 人、4 84 人）であった。  

 しかし、20 1 7 年度以降、入学定員と実際の入学者数を過不足なく一致させることが求

められている【資料 5 - 12】。そこで、大学全体として、適切な収容定員の見直し・変更

を行った上で、入学者数を入学定員ちょうどとするよう努めることになった。結果として、

20 1 7 年度のシステム理工学部入学者数 5 0 3 人は定員変更後の入学定員 4 8 5 人に対して

充足率 1 . 0 4 倍となり、2 01 8 年度の入学者数は 5 5 8 人で充足率 1 .1 5 倍と若干上昇した

が、2 02 0 年度の入学者数は 5 06 人で充足率 1 .08 倍、20 21 年度の入学者数は 4 91 人で

充足率 1 . 01 倍と調整し、概ね適正な入学者数とすることができている。  

 一般入試においては合格発表者数に対する実際の入学者数（いわゆる歩留まり）は一定

せず変動する。歩留まり率がよく、新入生数が過剰になった学科は翌年の合格基準をやや

高めに設定するなどして、1～4 年生全体で見て定員に対する在籍学生比率が適正になる

よう配慮しているが、さらに補欠合格制度を導入するなど、年度単位で入学定員に対する

入学者数が適正となる方策についても検討している。  
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④  学生の受け入れの適切性について定期的に点検・評価を行っているか。

また、その結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。  
評価の視点  

  適切な根拠（資料、情報）に基づく定期的な点検・評価 

  点検・評価結果に基づく改善・向上  

 現在、システム理工学部では、筆記（センター利用を含む 5 種）、A O、推薦（指定

校・上海日本人学校・併設校）、外国人特別・現地外国人特別と多様な入試方法により学

生を受け入れている。各学科とも、入試方法別の入学者成績追跡調査等を行い、選抜方法

の見直しを行っている。これにより、全学科で一般入試の筆記試験を 2 科目選択型から 3
科目型にする、A O 入試実施要領を改定する、などの変更・改善を行ってきた。また、推

薦入試と一般入試のバランスを見て推薦入試の基準点や募集人数を毎年見直すことも行っ

ている。これらの見直し・改善は、毎年アドミッションセンターで検討・整理・更新され，

教授会で報告される【資料 5 - 1 3】。  

〈２〉長所・特色  

 2 01 6 年度まで学部全教員により行っていた「推薦指定校を中心とした高校訪問の実施」

を、20 1 7 年度は学長室・学部長室メンバーを中心とする一部教員により、訪問高校を絞

り込んで実施した。システム理工学部は大宮キャンパスにて 4 年間一貫教育を行ってい

ることもあり、大宮への通学を希望する生徒が多いと思われる関東北部の高校に絞り込む

ことで、効率を上げることを狙ったものである。この高校訪問により、システム理工学部

の特徴、求める学生像が高校の進路指導教員を通して受験生により良く周知されたものと

考えている。一方、従来どおり、高校側から出された要望には逐次対応し、また、一校ご

とに訪問報告書を作成、その情報は次年度に活かせるように整理している。なお、高校訪

問を長年続けてきたことによりシステム理工学部の知名度を著しく上げることができたが、

ひとまず役割を終えたと考え、2 017 年度を持って終了することとした。  

 2 01 6 年度まで大宮オープンキャンパスにおいてシステム理工学部独自に開催していた

トークセッションを、20 1 7 年度からは工学部の模擬授業に合流する形で発展的に解消し

た。ただし、トークセッションの精神を受け継ぎ、単なる模擬授業ではなく各学科専門分

野の内容が高校生にわかり易く伝わるよう工夫して実施することで、受験生に各学科のス

タンスを知らせる良い機会としている。また、学科単位の模擬授業に加え、学部全体で取

り組んでいるシステム工学教育の紹介も行った。  

 障がいをもった学生の受け入れに関して、システム理工学部ではこれまで、肢体不自由、

聴覚障がい、視覚障がいをもった学生を受け入れてきた。試験実施の際に特別な措置をと

ることもあり、このような受験生については入試以前に入試課に相談してもらい、受験学

科とも協力して受け入れ対応をとっている【資料 5 - 2 項目 I I -7 受験上の配慮について】。

例えば、ある車椅子使用の肢体不自由者は、本学受験前に実際の授業を体験受講して大学

生活が十分送れることを確認してから受験、入学してきたという例もある。また、聴覚や
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視覚に障がいをもつ学生が複数入学してきているが、授業担当教員への配慮・協力のお願

い、ノートテイカー（講習を受けた学部学生のアルバイトによる）の配置などの対応をと

っている。  

 2 01 7 年度から本学部の 3 学科に設置した国際コースについて、2 01 8 年度までの入学

者選抜は推薦入試のみとしている。2 01 9 年度から国際プログラムと名称変更してからは

学部 5 学科全体に広げたが、推薦入試は併設校からの志願者のみにかぎり、それ以外の

志願者については入学後に転コースを申請し、選考過程を経て移籍することに統一した

【資料 5 -1 4】。  

入学試験結果に対する歩留まり率等の過去の情報を蓄積・活用することで、収容定員に

対する在籍学生数比率を適正に保つようにしている。2 01 6 年度まではこの比率が 1 . 2 倍

以下に収まるように、20 17 年度からは入学定員充足率がちょうど 1 .0 となるように努め

ている。実際、2 0 1 8～2 021 年度の 5 年間で収容定員充足率は 1 . 13 ,  1 . 13 ,  1 . 11 ,  1 . 0 8 ,  
1 .0 8 倍と推移し、概ね適正な在籍学生数比率を達成できている。入学定員充足率は、

20 18 年度が 1 .1 5 倍であったため、若干注意を払う必要があった。そのため、その後の

３年間の 2 01 9 ,  20 2 0 ,  2 021 年度は 1 . 08 ,  1 .0 4 ,  1 . 01 倍と厳重にコントロールを行って

きた【資料 5 - 1 1】。また、学部の入学志願者数も 2 01 7～ 20 2 1 年度の 5 年間で順に

8 ,4 8 9 人、8 49 9 人、11 , 13 8 人、9 ,4 1 4 人、8 , 88 1 人と堅調に推移している【資料 5 -
11】。幸いにも入学定員（20 16 年度までは 430 人、20 17 年度より 4 85 人）に対して

十分な志願者数を得られていて、本学部に適性をもった学生を選抜することができている。

この観点から、学部収容定員の設定は適正であるといえる。  

〈３〉問題点  

 アドミッション・ポリシーを明示することで、本学部・学科の求める学生像は明確にな

っている。しかし、入学希望者が入学前に修得しておくべき知識の内容・水準の周知につ

いては、一般入試の出題範囲として高校の教科目を示すにとどまっている。学科によって

は、必要な教科を修得してきていない、あるいは十分なレベルにない入学生もいて、初年

次の教育に苦労しているところもある。入学前に求める基礎知識・水準についての明示に

工夫が必要である。  

 高校訪問やオープンキャンパスにおける学部広報は一定の成果をあげていると考えてい

るが、これらをさらに充実させ、当学部の教育理念・内容をより広く伝えて入学志願者の

維持・増加を目指すことも大切である。  

 2 01 7 年度から本学部の 3 学科に新設し、2 01 9 年度から全 5 学科に展開した国際プロ

グラムについて、その方針・概要はパンフレット【資料 5 - 14】、w eb サイト【資料 5 -
15】に記載して受験生に周知している。また、国際プログラムのディプロマおよびカリ

キュラム・ポリシーも学科単位で w eb サイト【資料 5 - 3〜5 - 8】に記載、周知している

が、アドミッション・ポリシーには国際コースへの選抜方法が明確に示されていない。ま

た、志願者は原則として入学後に転コースを申請し、選考過程を経て移籍が承認されるこ

とについて、国際コースパンフレットに記述、周知されてはいるが、一般入学試験要項に
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は国際コースに関する記述自体がない。国際コースの選抜方法を整理し、早急に w e b サ

イトへの公開し、一般入学試験要項にも記載する必要がある。  

 学生募集および入学者選抜はシステム理工学部および各学科のアドミッション・ポリシ

ーに従って十分公正かつ適切に行われているものと考えているが、今後も学部に設置され

た入試委員会を中心として、公正性・適切性を維持するべく検証と改善を続けていくこと

が大切である。特に、合格者数に対する歩留まり率は必ずしも一定しないという状況下で

入学定員数と実入学者数を過不足なく一致させるためには、合格基準の見直しはもちろん、

入学者選抜の方法も含めて、継続的な検討・改善が必要となる。  

〈４〉全体のまとめ  

 芝浦工業大学では、各学部・学科ともアドミッション・ポリシーを定め、パンフレッ

ト・学修の手引・w e b サイトで公表している。システム理工学部では、この学部・学科

のアドミッション・ポリシーに則って各種入試制度を設定し、学部・学科の理念に適った

適切な学生を受け入れるよう努めている。また、障がいをもった学生については、受験の

際は事前に申告してもらうことで適切な配慮を行い、入学後の支援としては、キャンパス

のバリアフリー化を進める、聴覚障がい者にはノートテイカーを配置して補助する、など

といった施策を実施している。なお、学部・学科のアドミッション・ポリシーは、高校訪

問やオープンキャンパス等の機会を利用して受験生に広く周知するようにしている。  

 2 01 7 年度に入学者定員を実態に合わせた上で、今後は全学的に在籍学生数を収容定員

に厳格に合わせるよう努めることになった。システム理工学部では、2 01 8 年度の実入学

者数が（変更後の）入学定員の 1 .1 5 倍と若干増加したことから、3 年間をかけて適正化

を行った。しかし、一般入学試験合格者の「歩留まり」を読むのは難しく、今後も実入学

者数を入学定員に過不足なく一致させるには、そのための具体的な施策を検討・実施して

いく必要がある。  

 システム理工学部では 20 17 年度に国際コースを開設した。国際コースの 2 01 7 ,  20 18
年度入学者選抜は推薦入試に限ったが、2 0 1 9 年度からは全学科展開で国際プログラムと

なり、志願者が原則として入学後に転コースを申請し、選考過程を経て移籍が承認される

選抜方法に統一された。  

〈５〉根拠資料一覧  

  資料 5 - 1：：大学ホームページ／システム理工学部  

U R L :  h t tp s : / / w w w . s h i ba ur a - i t . a c . j p / f a cu l t y / s ys t e ms /  

  資料 5 - 2：大学ホームページ／芝浦工業大学入試情報サイト／20 2 2 年度一般入

学試験要項  

U R L :  h t tp s : / / ad mi s s i ons . s h i b au ra -
i t . a c . j p / ad mi s s i on / gu i d e l i n e _ g en er a l . h t ml  
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  資料 5 - 3：大学ホームページ／電子情報システム学科  

U R L :  h t tp s : / / w w w . s h i ba ur a - i t . a c . j p / f a cu l t y / s ys t e ms / e i s /  

  資料 5 - 4：大学ホームページ／機械制御システム学科  

U R L :  h t tp s : / / w w w . s h i ba ur a - i t . a c . j p / f a cu l t y / s ys t e ms / qs ys /  

  資料 5 - 5：大学ホームページ／環境システム学科  

U R L :  h t tp s : / / w w w . s h i ba ur a - i t . a c . j p / f a cu l t y / s ys t e ms /p a es /  

  資料 5 - 6：大学ホームページ／生命科学科 -生命科学コース  

U R L :  h t tp s : / / w w w . s h i ba ur a - i t . a c . j p / f a cu l t y / s ys t e ms / b i os c i en c e /  

  資料 5 - 7：大学ホームページ／生命科学科 -生命医工学コース  

U R L :  h t tp s : / / w w w . s h i ba ur a - i t . a c . j p / f a cu l t y / s ys t e ms / b i o m ed i c a l /  

  資料 5 - 8：大学ホームページ／数理科学科  

U R L :  h t tp s : / / w w w . s h i ba ur a - i t . a c . j p / f a cu l t y / s ys t e ms / ma t h s c i /  

  資料 5 - 9：第 18 08 回システム理工学部教授会資料 ( 4 )  

  資料 5 - 1 0：大学ホームページ／芝浦工業大学入試情報サイト  

U R L :  h t tp s : / / ad mi s s i ons . s h i b au ra - i t . a c . j p / ad m i s s i on / i n d e x .h t m l  

  資料 5 - 1 1：20 21 年度大学基礎データ  

  資料 5 - 1 2：文部科学省「平成 28 年度以降の定員管理に係る私立大学等経常費補

助金の取扱について」  

  資料 5 - 1 3：第 2 001 回システム理工学部教授会資料 (4 )  

  資料 5 - 1 4：芝浦工業大学・システム理工学部・国際コースパンフレット  

  資料 5 - 1 5：大学ホームページ／国際プログラム  

 U R L :  h t tp s : / / w w w . s h i ba ur a - i t . a c . j p / f a cu l t y / s ys t e ms / g l o b a l p r og r am /  
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〈６〉基礎要件確認シート  

12 学生の受け入れ方針（ＡＰ）の公表  
学部等名称  公表  根拠となる資料  

システム  
理工学部  

○  20 21 年度一般入学試験要項  
大学 We b サイト システム理工学部 -3 つのポリシー

ht tp s : / / w w w. s h i b au ra - i t . a c . j p / f a cu l t y / s y s te ms /  

 

13 定員管理  
学部・学科等名称  収 容 定 員

充足率  
入 学 定 員

充 足 率 の

５年平均  

根拠となる資料  

システム理工学部  1 .0 8  1 .0 6  大 学 基 礎 デ ー タ （ 表

２）  電子情報システム学科  1 .0 8  1 .0 7  
機械制御システム学科  1 .1 0  1 .0 6  
環境システム学科  1 .0 9  1 .0 7  
生命科学科  1 .0 4  1 .0 5  
数理科学科  1 . 11  1 .0 7  
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第 6 章  教員・教員組織  

〈１〉現状説明  

①  大学の理念・目的に基づき、大学として求める教員像や各学部･研究科

等の教員組織の編制に関する方針を明示しているか。  
評価の視点  

  大学として求める教員像の設定  

・各学位課程における専門分野に関する能力、教育に対する姿勢等  

  各学部・研究科等の教員組織の編制に関する方針（分野構成、各教員の役割、

連携のあり方、教育研究に係る責任所在の明確化等）の適切な明示  

 システム理工学部の教員組織の編成方針は、以下のとおりである。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 システム理工学部では、システム理工学部教員資格審査委員会審査方法に関する内規に

則って採用・昇任を行っており、これが学部として教員に求める能力・資質等の基準とな

っている【資料 6 - 1】。さらに教員公募の際には、大学全体の戦略的観点や学科（専門領

域）固有の事情を加味した応募資格を提示し、本学・学部・学科が教員に求める能力・資

質を応募者に周知している。例えば、機械制御システム学科では以下を応募資格として提

示している。  

1 .  専門分野で博士号を有すること、または同等以上の実績を有すること。  

2 .  専門分野に精通していることはもとより、システム工学に造詣が深く、学部理

念にもとづく実践的な教育を行えること。  

3 .  最先端の研究活動に従事し、大学院課程の研究指導ができること。  

 システム理工学部における教員組織の編成は、システム理工学部のディプロマ・ポ

リシーとカリキュラム・ポリシーならびにアドミッション・ポリシーを具現化するの

にふさわしい教員を配置することを基本方針に行う。具体的には以下のような資質を

有する教員を登用して教員組織を編成する。  

 

１．教員は、大学ならびに学部のディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシーお  

よびアドミッションポリシーに深い理解と共感があること。  

２．教員は、専門分野に精通していることはもとより、システム工学に造詣が深く、  

実践的な教育を行えること。  

３．教員は、国際性に富み英語での授業ができることに加え、産学地域連携と大学運  

営に積極的に取り組めること。  

４．教員は、最先端の研究に従事し、その成果を教育にフィードバックできること。  
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4 .  英語での講義が可能であること。  

5 .  地域への貢献、大学運営および各種業務に積極的に取り組めること。  

6 .  本学の教育理念に深い理解があること。  

 

 システム理工学部の教育課程は学部・学科の教育理念・目標に基づいて編成されており、

学部共通教員（各学科に分属）、各学科専門教員の配置はこれに沿って構成されている。

教員構成は、大学 w e b サイトに職位・専攻分野とともに明示してある【資料 6 -2】。  

 個々の科目については担当教員が責任をもって教育にあたっているが、システム理工学

部は学部・学科の理念・目標から 1 つの科目を複数教員が（ときに領域横断的に）分

担・並行開講することも多い。その場合は代表となる教員を置き、授業全体の進行、最終

的な成績評価に責任をもってあたる体制をとっている。  

 

②  教員組織の編制に関する方針に基づき、教育研究活動を展開するため、

適切に教員組織を編制しているか。  
評価の視点  

  大学全体及び学部・研究科等ごとの専任教員数 

  適切な教員組織編制のための措置  

・教員組織の編成に関する方針と教員組織の整合性  

・各学位課程の目的に即した教員配置  

・国際性、男女比 

・特定の範囲の年齢に偏ることのないバランスのとれた年齢構成への配慮 

・教育上主要と認められる授業科目における専任教員（教授、又は准教授）の  

適正な配置 

・研究科担当教員の資格の明確化と適正な配置 

・教員の授業担当負担への適切な配慮  

  教養教育の運営体制 

 各学科はそれぞれの教育理念に基づいてカバーする専門領域を明確化し、各専門領域で

バランスのとれた教員構成を構築している。教員採用・昇任にあたっては、学科会議や教

授懇談会において人員計画を立て、計画的に教員組織編成を行っている。また、システム

理工学部では学部の教育理念により専門教育と総合・共通教育の連携を重視している。専

門教育課程を十分認識した上で総合・共通教育を構築する必要から、総合科目や共通科目

を担当する教員も各学科に分属し、専門科目担当の教員とともに学科運営・教育にあたっ

ている。ただし、総合・共通系教員の編成は学部全体の状況を見て進める必要があり、ま

ず共通科目委員会各部会において教員に求める能力・資質等を議論している。その後、専
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門科目担当教員と同様、後述の募集・採用・昇任手続きに従って人事プロセスを進めるが、

採用候補者選考には関連部会主査も加わるようにしている【資料 6 - 3】。  

 また、教員組織多様化のため女性教員や外国人教員の増加が望まれており、システム理

工学部でも積極的な採用を推奨している。これにより本学部における女性教員数は、

20 1 2 年度（数理科学科が完成年度を迎えて学部としての陣容が整った年度）の学部専任

教員 6 9 名中 4 名（特任教員を含む）という状況から、20 21 年度には同 78 名中 1 5 名と

増加している【資料 6 - 4】。外国人教員に関しては、同じく 2 01 2 年度の 69 名中 3 名か

ら 2 02 1 年度の 78 名中 6 名と増加している。ただし、大学として専任教員の海外留学を

奨励しており【資料 6 - 5】、半年～1 年の海外留学経験者は増えている。  

 教員採用に当たり、学部・学科として年齢バランスが適切となるよう配慮している。

20 20 年度時点の学部専任教員の年齢構成は、60 代／50 代／40 代／3 0 代の順に 1 5 .4 %
（1 2 人）／29 . 5 %（2 3 人）／3 4 . 6％（2 7 人）／20 . 5％（1 6 人）である（計 7 8 人）

【資料 6 -6】。  

本学は 6 5 歳定年であること（特任を除いて 6 0 代は 60～6 5 歳）、主に若手教員を想

定している助教であっても採用時に原則として教育歴あるいはそれに相当する実務経験を

有することを求めていて 3 0 歳半ば以降が対象となるケースが多いことを考え合わせると、

現在の年齢構成は適切であると考えられる。  

 授業科目と担当教員の適合性については各教員の採用・昇任時に判断している。特に採

用にあたっては、模擬授業を含む面談を行い、教員の資質・担当科目との適合性を見て選

考している。授業アンケート結果（公開）や大学全体で行われている教員業績システムに

よる各教員の自己評価（非公開；学部長がチェック）も適合性を判断する材料となってい

る。  

 

③  教員の募集、採用、昇任等を適切に行っているか。  
評価の視点  

  教員の職位（教授、准教授、助教等）ごとの募集、採用、昇任等に関する基準

及び手続の設定と規程の整備  

  規程に沿った教員の募集、採用、昇任等の実施 

本学では、教員の募集・採用・昇任に関する事項およびその手続きを規定として明示し

ている【資料 6 - 7 ,  6 - 8】。システム理工学部もこの規程に従って募集・採用・昇任を行

っている。具体的な採用プロセスは以下の通りである【資料 6 - 9】。  

1 .まず、学科から新規教員採用の起案を行い、学部長がとりまとめて学長へ専任

教員人事計画書（新規採用）を提出する。  

2 .学長は専任教員採用委員会を招集、同委員会は教員人事委員会に諮って教員人

事計画を立て、これを当該教授会に提案する。  
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3 .教授会の審議の後、学部に採用候補者選考委員会を立て、公募および選考を行

う。採用候補者選考委員会は学部の教員採用方針に従い、学部長、各学科主任、

関連部会主査などから構成される。また、公募に際しては、研究者人材データ

ベース JR E C - IN 等を活用し、広く告知する。  

4 .一定の公募期間の後、応募者の選考をする。まず書類審査を行い、これを通過

した候補者に対し、模擬授業を含めた面談を実施、採用候補者を数名に絞る。  

5 .学部の採用候補者委員会の推す候補者について学長が面談、適格性を判断する。  

6 .適格と判断された採用候補者は教員資格審査会議を経て学長が任用手続き（推

薦）を進め、最終的には理事長が任命する。  

 

 昇任については、各学科の教授懇話会で議論を行い、業績等を考慮した上で学科会議に

諮り、学科主任が発議を行う。学部長は学科からの申請を受けて、申請教員の資格審査の

審議を学部教員資格審査委員会に付託する。審査合格者に対し、学部長は昇任の可否を教

授会資格審査会議に諮り議決する【資料 6 - 10】。各学科とも、教授懇話会はこのような

人事案件が発生した時に随時開催され、基本的に学科主任が召集する形で運営されている。  

 以上の通り、新規採用・昇任のいずれも規程に則って適切に行われている。  

 

④  ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）活動を組織的かつ多面的に

実施し、教員の資質向上及び教員組織の改善・向上につなげているか。  
評価の視点  

  ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）活動の組織的な実施  

  教員の教育活動、研究活動、社会活動等の評価とその結果の活用  

 F D に関しては、学部の下に F D  委員会を設置し、教育賞の制度化を図るなど、教員の

教育能力向上を目指した教育手法・制度の開発を進めてきた。各学科からは F D  関連の

研修会に教員を積極的に派遣するよう努めてもいる。さらに、本学では授業に関する自己

評価授業アンケート（学生による授業評価）を実施しており、システム理工学部ではこれ

を基礎データとしてベスト授業賞担当教員の顕彰を行っている。システム理工学部ベスト

授業賞規程【資料 6 - 11】は担当科目の授業運営あるいは教育改善活動において優れた実

績をあげ、学生に大きな刺激を与えた教員（非常勤講師を含む）を「授業賞担当教員」と

して表彰するもので、表彰によって教員の授業に対する創意工夫を奨励し意欲向上につな

げると同時に、F D 講演会を通して受賞者の授業内容、いわばベストプラクティスを多く

の教職員と共有化する方策となっている。  

 さらに、前述の通り、大学・学部として研究能力向上のため教員の海外留学を奨励して

いる。  
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⑤  教員組織の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、

その結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。  
評価の視点  

  適切な根拠（資料、情報）に基づく定期的な点検・評価 

  点検・評価結果に基づく改善・向上  

 本学では、教員の資質向上のための方策として 20 09  年度から教員業績評価システム

の運用を始め、各教員の教育研究活動はこのシステムを通じて管理・公表されている【資

料 6 -1 2】。特に、このシステムを活用して、各年度初めには各教員に教育研究活動に対

する達成目標を報告させ、年度末にはその結果を自己評価させる仕組みが構築・運用され

ており、教員個々に P DC A サイクルを回して自らの資質向上を図っている【資料 6 -
13】。  

〈２〉長所・特色  

 大学全体として行っている教員業績評価システムや授業アンケート結果の公開は教員

個々の教育研究能力・資質の維持向上に役立っている。また、各学科とも所属教員の専攻

分野・担当科目が公開され、学科における各教員の役割や期待される成果などは明確とな

っている。  

 一方、システム理工学部の特色として、学科横断型の科目が多いこと、共通系教員も各

学科に分属していることがあげられる。これにより、複数教員が担当する科目においては、

担当者間の日常的な議論を通して有機的な連携体制が構築できている。特に専門科目担当

と共通科目担当の教員、あるいは学科を横断した教員で担当している科目では、多様な教

員が日ごろコミュニケーションをとることで、学部全体の教育に良い影響を及ぼしている。  

共通科目委員会各部会・各学科ともに恒常的な議論をすることで、学部・学科の教育の

理念、大学全体の方針に沿った教員組織の整備に努めてきた。例えば、語学部会では、シ

ステム理工学部が 20 1 5 年度から始めた理工系に特化した語学プログラムの展開に伴い、

従来の専任教員 2 名の枠に、20 1 9 年度から専任教員 1 名を加えて体制を整えている。電

子情報システム学科では、2 01 6 ,  2 017 年度定年退職の教員 2 名の補充にあたり、学生実

験の指導強化が最優先要件であり、さらに年齢構成から可能な限り若い教員が望ましいと

の方針を学科会議にて確認し、それに従った新規採用を行っている。環境システム学科で

は 2 01 6 年度定年退職の教員 3 名の補充にあたり、大学・学部の方針であるアクティブ

ラーニングの充実と英語専門教育の強化による学科の将来像を見据えた人材の確保を行っ

た。生命科学科では 2 01 9 年度に定年退職を含む３名の補充を行った。その内 1 名の教

員については外国人教員であり、本学のグローバル化を重視した補強となっている。採用

審査時の人事面接では、英語専門教育の強化の観点から、専門科目の模擬授業および英語

による模擬授業を取り入れて、重点的に評価している。  
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 教員組織の編成に関しては、現状説明②の項目で触れたが、教員組織多様化の一環とし

て女性教員比率を 20 12 年度の 5 . 8％（4 / 6 9）から 2 021 年度は 19 . 2％（1 5 / 78）に増

やすことができた。  

 教員の募集・採用・昇任とも、規程に従い粛々と行われている。特にシステム理工学部

では、採用候補者選考委員会（採用時）、資格審査委員会（採用・昇任時）のいずれも 5
学科すべてから代表を選出して構成し、適正な採用・昇任プロセスを経ているかどうか相

互チェックがなされるよう図っている。  

 教員の資質向上に関しては、教員個々が自らの教育研究活動に関して教育業績評価シス

テムを活用した P DC A サイクルを回しており、資質向上の一助となっている。また、海

外留学について大学・学部として推奨していることもあり、ここ数年は毎年１名以上の教

員が海外へ留学し、その間に得た知識・経験を本学における研究教育活動に活かしている。  

〈３〉問題点  

 今後も、教員に求める能力・資質等の明確化とともに、専攻・学科を横断した教員間の

有機的な連携体制の維持・向上に努めていくことが肝要である。特に、システム理工学部

は学科間の連携が強い学部であり、教員編成の方針を検討する際には学科間あるいは共通

科目委員会も含めた学部全体での議論が極めて重要である。そのためにも、日頃から学科

横断的なコミュニケーションを継続していくことが必要である。  

 各部会・学科ともに、これまで教員採用や組織整備は適切に行われており、資質向上に

も積極的に取り組んできた。教員組織多様化のため女性教員や外国人教員の増加が望まれ

ており、前述の通り女性教員については学部専任教員（特任教員を含む）に占める比率を

20 12 年度の 5 . 8％から 2 02 1 年度は 19 . 2％まで増やすことができている。しかし、これ

でもまだ十分とは言えない。この間に比率に変化のない外国人教員の増強も含めて、シス

テム理工学部としてどのような教員組織が適切であるか、またそれをどのように実現して

いくかについて、さらに検討していく必要がある。  

〈４〉全体のまとめ  

 学部として、求める教員編成に関する方針を明示はしていないが、教員の採用・昇任は

大学として定めた各種規程に従って厳格に進めている。特に、システム理工学部教員資格

審査委員会内規が学部として教員に求める能力・資質等の基準を表しているものといえる。  

教員組織の編成においては、専門学科については当該学科が、共通科目については学部

の下に設けられた共通科目委員会が教育課程実施に対して適切な教員配置となるよう人事

計画・採用実施を行っている。また、教員採用にあたっては、共通科目担当教員の場合は

もちろん、学科専門科目担当の教員の場合であっても、採用候補者選考委員会には全学科

から少なくとも 1 名ずつが加わり、公正性および採用候補者選考方針と学部の教員組織

編成方針との整合性を担保している。  
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 さらに、教員採用の際には学部の年齢構成に配慮し、教員組織多様化にも努めている。

特に学部専任教員に占める女性教員の割合については、20 12 年度の 5 . 8％から 20 2 1 年

度は 1 9 .2％と増やしてきている。しかし、これでもまだ十分とはいえず、この間に学部

専任教員に占める割合に変化のない外国人教員の増強とともに、学部としての教員組織多

様化の方策について今後も継続して検討する必要がある。  

 教員の資質向上および教員組織の改善・向上に関しては、各教員が教育業績評価システ

ムを活用した P DC A サイクルを回すことで、研究教育の資質向上に努めている。また、

ここ数年、毎年 1 名以上の教員が海外に留学していることは、学部全体の研究力の向上、

教員組織の活性化、さらにはグローバルな活躍を目指す学生への良い刺激ともなっており、

グローバル理工系人材の養成を目標とする大学・学部の理念・方針に適ったものといえる。  

〈５〉根拠資料一覧  

  資料 6 - 1：システム理工学部教員資格審査委員会審査方法に関する内規（部外秘

のため非公表）  

  資料 6 - 2：大学ホームページ／システム理工学部  

U R L :  h t tp s : / / w w w . s h i ba ur a - i t . a c . j p / f a cu l t y / s ys t e ms /  

  資料 6 - 3：各学科・部会自己点検評価報告書  

  資料 6 - 4：システム理工学部教授会資料（第 1 201 回資料 4、第 21 01 回資料 6）  

  資料 6 - 5：第 16 04 回システム理工学部主任会議資料 1 6  

  資料 6 - 6：2 021 年度大学基礎データ  

  資料 6 - 7：芝浦工業大学専任教員人事規程  

  資料 6 - 8：芝浦工業大学専任教員任用手続規程  

  資料 6 - 9：専任教員任用手続フロー  

  資料 6 - 1 0：教員資格審査規程  

  資料 6 - 1 1：システム理工学部ベスト授業賞規程  

  資料 6 - 1 2：芝浦工業大学・教員データベース  

U R L :  h t tp : / / r e s e a . s h i b au r a - i t . a c . j p /  

  資料 6 - 1 3：大学ホームページ／教育・研究等業績評価  

U R L :  h t tp s : / / w w w . s h i ba ur a -

i t . a c . j p / ab ou t / ed uc a t i on / e va l u a t i on / a c h i e v e me n ts . h tm l  
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〈６〉基礎要件確認シート  

14 設置基準上必要専任教員数の充足  
  学部・学科等名称  総数  教授数  根拠となる資料  

学 部 ・ 学 科

等  
システム理工学部  ○  ○  大学基礎データ（表１）  
電子情報システム学科  ○  ○  
機械制御システム学科  ○  ○  

環境システム学科  ○  ○  
生命科学科  ○  ○  
数理科学科  ○  ○  

 
15 ファカルティ・ディベロップメントの実施  
学位課程種類  実施有無  根拠となる資料  

学士課程  
システム理工学部  

○  
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第 12 章  産学連携活動  

〈１〉現状説明  

電子情報システム学科では、研究室での教員の個別の活動や学部・総合研究、大学院の

修士・博士の研究における、産学連携活動が行われている。教育においては、とくに学部

の共通科目（システム・情報）におけるシステム工学教育、大学院のクロスイノベーショ

ンプロジェクト、クロスカルチャーエンジニアリングプロジェクトをはじめとする多様な

グローバル P B L の実施において、企業や地域との連携が増えてきている。  
機械制御システム学科では、従来型の共同研究と C OC 事業を契機に活発化してきた

P B L 型の演習で取り扱われる企業・自治体と連携して進めていくプロジェクト活動の 2
タイプの連携活動を進めている。2 0 20 年度は、共同研究が全体の 7 0％、プロジェクト

活動が 30％の割合になっている。また、8 割強が企業との連携によるものである。  
環境システム学科では、世界各国の共通目標である S D Gs の達成と同時に、学科独自の

S D Gs を目標として掲げており、学科独自の S D Gs の筆頭である「S」はサービスラー

ニングを表している。ここで、サービスラーニングとは、大学で学んだ専門知識や技術を、

地域の課題解決のために生かし、その提案や活動を通して社会に貢献することであり、国

際社会や地域社会の課題解決に貢献するアクティブラーニングに繋がり、教育と研究を一

体のものとして取り組むという側面がある。各研究室で取り組む研究テーマもこうした国

際社会および地域社会の課題解決を強く意識した関連テーマに取り組んでおり、産学連携

のみならず、「産官学民連携」の枠組みのもとで特徴的な研究・教育活動を進めている。  
生命科学科では、本学の研究戦略である「芝浦型グローバル・リサーチ・センター」  

（芝浦型ｇE R C )の枠組みの中で、研究・社会実装・人材育成の三位一体を実現するべく、

教員は各々研究活動を展開している。食品・医薬品・スポーツ関連メーカーといった企業

との共同研究は 7 7％の教員が実施しており、その合計件数は 2 0 件である。また学内ブ

ランディング戦略事業として、感覚の認識メカニズムの解明およびそれを支えるツール開

発や臨床的評価法開発を目指して組織した B i o - i n t e l l i g en ce  f o r  w e l l -b e i n g（B I W）

コンソーシアムを 20 19 年 11 月に発足させ、生命科学科を中心とした研究者と外部研究

機関および企業との共同研究によって「課題探索・原理確認」、「コア技術・知財形成」、

「プロトタイピング」の三段階に応じた研究を進めている。  
数理科学科では、計算機科学・情報科学などの基礎研究分野や制御理論や経済数学分野

における数学の応用的な研究分野など社会活動の基盤を支える理論として数学は活用され

ており、更に近年のデータ科学の隆盛により特にこの領域での産業界との接点は増え始め

ている傾向にある。このような背景のなか、数理科学科では従来企業との共同研究はなさ

れてこなかったが、昨年度から石渡研究室と Z O Z O  R E SE A R C H とで機械学習分野にお

ける数学理論の共同研究が始まり、学会等での研究発表を行っている【資料 1 2 -1】。  
 このような取り組みを多数実施していくことで、2 0 21 年度には、本学部と大学院シス

テム理工学専攻が主体的に実施してきた産学連携活動の成果として、栃木県那須町と「観

光活性化に関する連携協定」を締結した。【資料  12 - 2】  
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〈２〉長所・特色  

電子情報システム学科では、学部のシステム工学教育において、P B L にもとづく教育

を行い、S DG s をテーマに持続可能な社会や産業・地域の社会問題の解決策の提案を行

っていることから、学部から大学院のシステム理工学専攻まで P B L 教育を積み上げてい

く教育システムの特長を活かして、さらに、タイやベトナム、マレーシア、インドネシア

といったアジア地域を中心としたグローバル P B L に多くの学生が参加し、内外の企業や

地域との連携を行っている【資料  12 - 3】。  
機械制御システム学科では、共同研究のうちの大半が総合研究の課題として実施されて

いる。一方で、P B L 型の演習で取り扱われているプロジェクト活動については、機械制

御システム学科の主たる就職先となるものづくり企業のみならず情報サービス産業、ベン

チャー企業、地方自治体、観光業界まで多岐にわたっている。この業界の広さが学問体系

を横断し関連づけるシステム工学の手法により総合的問題解決力を学修していくシステム

理工学部の機械工学学科の位置付けである本学科の特色と考える。  
また、地方自治体との連携体制は、埼玉県との包括協定、さいたま市とのイノベーショ

ンに関する連携協定書、さらに様々な協議会、例えば那須高原次世代交通協議会などへの

参画を通じて連携を実施している。さらに、海外の協定大学の学生たちと一緒に産学官の

課題に対して世界三 拠点（ヨーロッパ、 東南アジア、日本） で実施している C E P
（C r os s - c u l tu r a l  E ng i n ee r i n g  P ro j e c t）の日本地区、C E P＠大宮キャンパス（国際

産学地域連携 P B L、6 回目）が実施されている【資料  12 - 4】。芝浦工業大学の参加日本

人学生の大多数が機械制御システム学科の 3 年生、4 年生、さらに本学科出身の大学院生

である【資料  1 2 -5】。2 01 9 年度の C E P @大宮キャンパスでは、1 2 ヵ国と地域 2 5 大学、

企業 1 社、参加者数 88 人、課題提供企業：（株）リコー、（株）本田技術研究所、（株）

タムロン、カネパッケージ（株）、（株）興電舎、スミス・アンド・ネフュー（株）、笛木

醤油（株）、Op en S t r ee t（株）、So u th  S p ea k  E n g l i s h  I n s t i t u t e  In c .、埼玉縣信用

金庫、地方自治体：栃木県、那須町、埼玉県、埼玉県さいたま市、那須町ワークショッ

プ：藤和那須リゾート、那須高原次世代交通協議会、A zi t  (C R E W )、那須どうぶつ王国、

C hus、那須高原レンタカー、N AV I TI ME と広範囲の産学地域連携による総合的問題解

決を実施した【資料  12 - 6】。これらの社会連携・社会貢献に対する取り組みの成果は、

例えば C E P @大宮キャンパスの那須高原ワークショップでは那須町町長を含めた現地施

設や関係者に対する成果報告、C OC 学生成果報告会（第 6 回は 2 020 年 3 月 17 日に開

催が予定されていたが C OV I D - 19 の影響により中止）などを通じて広く社会に教育研究

成果を還元している【資料  1 2 - 7】。例えば、2 01 9 年度は本学科の学生たちの活動【資料  
12 - 8】が銅賞を受賞している。20 20 年度の C E P @大宮キャンパスでは、大宮キャンパ

ス（コワーキングスペース）と那須町の施設（ワーケーション）を利用することで、オン

ラインと対面を組合わせたハイブリッド環境での開催を実施した【資料  12 - 9】。  
環境システム学科では、学科のカリキュラムで中心的な科目である「環境システム応用

演習 A / B（3 年次後期・必修科目の扱い）」において、各研究室で研究活動に取り組んで

いるフィールドや各教員が繋がりのある対象地域を選定して課題解決プロジェクトを実施

している。この演習は地域関係者（自治体、住民、関連企業）の協力と連携があって初め
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て成立するものであり、大学・学生・地域・自治体・企業とのパートナーシップのあり方、

学科としての「産官学民連携力」が教育効果に直結する。例えば、研究室における研究活

動として、東京 2 0 20 オリンピック・パラリンピック競技大会に向けての熱中症対策や、

気候変動に適応するための安全・安心のまちづくりをテーマに産官学の研究体制にて推進

しているプロジェクトを、演習科目の題材とも連携させて取り組んでいる。また、個別の

研究室の活動としては、国プロへの参画や企業との共同研究、研究奨励寄付金獲得などの

実績の他、各教員が国・自治体の都市政策、環境政策、災害対策等に関連する各種審議会

や委員会の委員長・委員の担当、上場企業の社外役員、学会の役職、業界関連協会の理

事・役員、実際の再開発事業への技術的協力など多くの実績を有しており、こうした活発

な研究活動が背景にあることが学科の教育においても大きな強みとなっている。  
生命科学科では、学内組織である B i o - i n t e l l i ge n ce  f o r  w e l l -b e i n g（B I W）コンソ

ーシアムを発展させ、B IW 研究会を立ち上げ、第一回研究会を 2 02 0 年 3 月 11 日に開

催予定であった。食品・医薬品・スポーツ関連メーカーだけでなく、何社かの IT 企業か

らも参加の申し込みがあったが、残念ながらコロナウイルスの蔓延のため延期となった。

20 20 年 10 月末にオンラインにて同研究会を開催した。  
数理科学科では、数学・数理科学の諸分野は、工学はもとより多くの社会基盤の理論的

背景となっており、数理科学科の各研究室の研究活動も潜在的に社会との接点を多く持ち

うることから、特に近年のデータ科学分野の発展により企業における研究活動との親和性

は高まりつつあり、今後徐々に企業との共同研究が進展する可能性が見込まれる。また、

このような共同研究が増えることは、数理科学科が標榜する「数理エンジニア」人材の育

成という教育目標にも寄与すると考えられる。  

〈３〉問題点  

産学連携活動は、大学の社会貢献・社会連携活動として極めて重要であり、さらに学生

たちにとっても実社会の現実的な課題に直接触れ、解決策を企業技術者、経営層、地方自

治体職員などと一緒になって議論し、協働していく活動は将来の糧となる貴重な体験であ

る。この連携活動のうち共同研究については、研究室単位の連携活動が十分に機能してい

ることから、研究室を横断した横断型の共同研究についても積極的に展開していくことが

次なる課題と思われる。総合研究にも繋がる P B L 型演習を活用したプロジェクト活動に

ついては、学部全体で実施するための体系的な取り組み方法を模索していくことが必要で

ある。  
更なる活性化をはかるためには資金面での安定的な確保が重要となる。外部資金の獲得

方策が課題である。今後も学部として戦略的に重点分野の取り組みを促進したり、外部資

金の獲得に向けて組織的に活動することが求められる。  

〈４〉全体のまとめ  

本章では、学部をあげて推進をしている産学連携の取り組みについて紹介を行った。領

域横断的な研究が多いことから、産学連携のみならず、「産官学民連携」の枠組みで取り
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組んでいるプロジェクトが多いことがシステム理工学部の特徴であると考えている。研究

と教育を一体として活性化することが重要であり、各教員・研究室の実践的な活動を学科

カリキュラムとも連携させることで、学生に多様な経験を積ませるとともに、学科として

地域の課題解決のための社会貢献活動を推進する特徴的な仕組みを今後も強化していきた

いと考えている。こうした活動の維持継続のために外部資金の獲得に向けて学科として戦

略的、組織的に活動することが求められている。  

〈５〉根拠資料一覧  

  資料 1 2 - 1：日本応用数理学会 2 01 9 年度年会優秀ポスター賞  
U R L :  h t tp s : / / an n u a l 2 01 9 . j s i a m . or g / 2 0 42  

  資料 1 2 - 2：芝浦工業大学が那須町と観光活性化の協定締結  

U R L :  h t tp s : / / w w w . s h i ba ur a - i t . a c . j p / n e ws / n i d 00 00 1 75 6 .h t ml  

  資料 1 2 - 3：グローバル P B L  (大学ホームページ )  
U R L :  h t tp s : / / w w w . s h i ba ur a -
i t . a c . j p / g l o ba l /d i s p a tc h /p ro g r am / g l o b a l _p b l  

  資料 1 2 - 4：C E P @ SI T 20 1 9 - OU T  

  資料 1 2 - 5：C E P @大宮キャンパス参加者リスト  

  資料 1 2 - 6：V U C A 時代の変化対応力を養う“インプロビゼーション教育”実践  
h t tp s : / / w w w . s h i b au ra - i t . a c . j p / n e ws / n i d 00 00 0 59 5 .h t ml  

  資料 1 2 - 7：第 6 回  C OC 学生成果報告 審査結果  
h t tp : / / p l us . s h i b au r a - i t . a c . j p / co c / r ep o r ts / 4 28 3 /  

  資料 1 2 - 8：C OC 報告例  

  資料 1 2 - 9：那須の魅力、海外の目で 芝浦工大生、院生 ワークショップ、下野

新聞、県北・日光版、20 20 . 1 2 .1 6  
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第 13 章  芝浦工大の SDGs への挑戦 “Strategy of  SIT to promote 

SDGs”  

〈１〉現状説明  

学部共通科目および学科専門科目におけるシラバスについては、大学の理念・目的に従

って、各科目に関する S D Gs の開発目標を明示し、履修学生に対して学修の意義を伝え

ている【資料  1 3 -1】。また、シラバス内で明記された S D G s  の目標と科目内容の整合性

や記載漏れなどについても教員間で相互にチェックしている。学修の集大成となる総合研

究では、自身の研究がどの目標に対応するのかを明示することを行っている。20 1 9 年 7
月 2 4 日付けで学長室より発信された「持続可能な開発目標（S D Gs）に関する教育研究

の推進（2 02 0 年 6 月 1 3 日改訂）」に即して、総合研究の発表スライド表紙に関連する

S D G  のロゴを表示することを義務づけるとともに、プロジェクトベースドラーニング

（P B L）や学生プロジェクト等においても S D Gs  と関連づけることを励行している【資

料  1 3 -2】。  
学部の理念・目的に従って実施されているシステム工学教育プログラム（図 4 .2）の学

部導入科目「創る」では、テーマ設定を自由としながら 2 02 1  年度から S D Gs  を視野に

入れたテーマ設定が推奨されている。さらに、学部横断型（5 学科混成チーム）の必修科

目「システム工学 A、同演習 A」では、2 018 年度から S D Gs の目標を達成するための

システム企画の提案を行っている。20 2 1 年度の目標は、「目標 3：すべての人に健康と

福祉を、目標 4：質の高い教育をみんなに、目標 7：エネルギーをみんなにそしてクリー

ンに、目標 9：産業と技術革新の基礎をつくろう、目標 11：住み続けられるまちづくり

を」である【資料  1 3 - 3】。  
システム理工学部の中でも環境システム学科では、国連の定めた S D Gs 国連が定めた

目標である S D Gs の達成をめざすことをディプロマ・ポリシーに明記し、カリキュラ

ム・ポリシーにおいて、学科独自の S D Gs、すなわち、Ｓ：  サービスラーニング（国際

社会や地域社会の課題解決に貢献するアクティブラーニング）、Ｄ：  デザインシンキング

（インターアクティヴな問題解決型の建築デザイン／都市・地域プランニング）、Ｇ：  グ
リーンインフラ・エンジニアリング（持続可能なまちを実現する技術）、ｓ：  システム思

考（分野横断型のハイブリッド人材育成）を教育方針として掲げ、それに沿ったカリキュ

ラム編成を行っている。シラバスには、専門科目と学科独自の S D Gs との関連性を記述

し、学科ホームページにて公開している【資料  1 3 -4】。個々の科目では SD G s を考慮し

て授業が実施されており、特に必修科目である「環境システム入門」「環境システム総論」、

実習科目である「環境フィールド実習」「E n v i ro n m en t a l  F i e l d  E xp er i e n ce 1 / 2」に

おいては、国内外において SD Gs に関するアクティブラーニングやグローバル P B L を実

施している。さらに、社会に出てからも継続的に S D Gs 達成に貢献する人材育成のため、

S D G s に達成に貢献する活動を行ったものに与えられる「S D G s アクター」資格の認定

取得のため必要な要件を満たす指定科目群を整備している。  
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〈２〉長所・特色  

学部全体の取り組みとしては、領域横断的な S D Gs を含む社会的問題解決のための

P B L 科目等を通じて、多様な専門の学生たちをチームとするアクティブラーニングを実

施し、専門に偏らず広く社会の問題を知り、様々な観点からの解決策を議論することは、

非常によい経験となっている。以下に、学科における S D Gs に関する特色ある取り組み

については紹介する。  
 
［機械制御システム学科］  

エンジニアとして上流工程を学ぶとともに、魅力といった感性、人間や環境との関係な

どを学ぶことに主眼に置いた工業デザイン，エンジニアリングデザイン科目をシステムデ

ザイン領域に設置しており、この特色ある科目群で S D Gs に対する取り組みを重点的に

実施している。  
（１）工業デザイン科目  

「 In t r od u c t i on  t o  I nd us t r i a l  D e s i g n」、「デザインエルゴノミクス」、「工業デザイ

ン演習」、学年を問わず参加できる「Gl ob a l  S tu d i o（ gP B L 形式で実施）」について取

り組みを説明する。  
「 In t r od u c t i on  t o  I nd us t r i a l  D e s i g n」は、専門科目の英語科目として開講してお

り、短期も含めた留学生についても受講可能としている。主に、製品がどのように企画さ

れているのか、また材料別の製造方法のほか、製品と人間と環境との関係を［ヒト -モノ -
環境］系として相互の関係性の中で設計していく必要性を学ぶ。これらの人間を取り巻く

モノや環境への視点の一側面として、ゼロエミッション、L C A（ライフサイクル・アセ

スメント）等、環境負荷に対する工業面での持続可能な社会を実現に向けた取り組みや資

源循環、自然素材の利活用について触れている。これにより、S D Gs の目標 4、9、12、

15 のための知識を身に付けることができる。  
「デザインエルゴノミクス」では、S D G s の目標 3、9、11、1 2 に関係する人間と機

械とのインターフェース、マン -マシンシステムの視点からコミュニケーションを学ぶ。

健常者の視点のみならず、身体の大小、性差、障がいを持つ人や言語の異なる人とのコミ

ュニケーション、視覚タイプの異なる人とのコミュニケーションについて学習するととも

に、さまざまな計測方法やロールプレイを通して体験することで、体験知として獲得する

ことをめざしている。  
「工業デザイン演習」は、「 In t r od u c t i on  t o  In d u s t r i a l  D e s i gn」で獲得した知識

をもとに 5 -6 人のグループでテーマに取り組む演習である。毎年、主に高齢者を対象と

した製品やサービスをテーマとして取り上げることで、健康や福祉に対する視点を醸成す

るとともに、ハンディキャップのある人々との共生社会を築くために、エンジニアとして

何ができるのかを考える力を養う。「G l o b a l  S t u d i o」も、「工業デザイン演習」と同様

の演習である。5 - 6 人で１グループとなり、国外の大学とオンラインでデザイナーとクラ

イアントのロールプレイを通して課題の分析力、解決力、デザイン提案力、表現力（製図

を含む）、プレゼンテーション力を養う。決められた授業時間がないなかで、2 ヶ月間で

プロトタイプ制作とプロトタイプを使った P V も制作するため、多大なるチームワークを
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必要とする演習である。海外の大学の工業デザイン系の研究室とのコラボレーションで実

施している。これらは、S D G s の目標 1 7 パートナーシップの活性化に力点を置いた教育

である。また、毎年、デザイン系という異分野とのコラボレーションであるとともに、異

なる大学が持ち回りでテーマを決めるため、グローバルな視点での S D Gs の課題に出会

う機会となっている。  
（２）エンジニアリングデザイン科目  

「創生設計」、「同演習（gP B L 形式で実施）」は魅力的な機能を機能デザイン科目であ

る。「創生設計」という設計教育の科目を開講し、S D Gs のコンセプトを導入したエンジ

ニアリング教育を行っている。この科目では学生が 5 - 6 人で各グループに分かれ、それ

ぞれが仮想企業の商品開発チームとして「魅力のある商品の企画および設計開発」を行う

というロールプレイを実施する。しかしその開発には制約があり、S D G s の目標 3、5、
10 といった人種、年齢、性差を超え、万人が平等に扱える商品とすることや、目標 12
を意識し A SME  Ve r i f i c a t i on  &  Va l i d a t i on  (V & V )に則した高い安全性を求めた商品

であることを要求している。これらを進めるにあたり、事前教育としてユニバーサルデザ

インについて講義を行い、既製品のユニバーサルデザイン評価を実施させることで理解を

深めている。また、その開発プロセスには極めてユニークなアプローチを導入しており、

その一つとして「Wor l d  C a fé による感動の把握化」をというもの行っている。「感動」

を「驚きを伴った好意的な経験が過去の経験より大きいときに生じるもの」と定義し、グ

ループのメンバーを入れ替えながら話し合いを行い、あたかも参加者全員が話し合ってい

るかのような効果が得られる Wo rl d  C a f é というディスカッション手法より、「感動要素」

を抽出する。抽出された「感動要素」を品質機能展開の中の感動品質として展開していく

ことで、技術やニーズから導き出される要求品質ともに明示して新たな価値を創生する

【資料  13 - 5】。この一連の開発プロセスは目 S DG s の目標 9 に関連した全く新しいアプ

ローチの開発プロセスであると考える。  
 

［環境システム学科］  
学科の専門分野を活かして S D Gs 達成に貢献する学びの場や機会を提供している。例

えば、「環境システム入門」「環境システム総論」では、建築、環境、まちづくり分野の課

題を S D G s と関連付けて教授するとともに、自分の将来目標を S D G s の目標と結びつけ

て考える個人作業やワークショップを導入し、3 年生が 1 年生に S D Gs の学び方につい

て教えるという合同授業も実施している。また S D G s の取組経験を活かした自己 P R 書

や模擬面接も実施している。一方、「環境システム応用演習」や「総合研究」などにおい

ては、S D G s のどのゴールの達成に貢献するかを意識してまちづくり提案や研究を行う

ことを義務づけている。これらの学びの効果については、学生の S D Gs に関する意識・

行動変容やジェネリックスキル（社会人基礎力）の向上度合いを自己評価アンケートによ

って定量的にとして把握している。  
また「次世代ＳＤＧｓフォーラム」などを通じ、S D Gs に関する活動を行っている自

治体、市民団体、企業、他大学、附属高校などと交流しており、学生主体のプロジェクト

や個々の研究室では多様な主体（マルチステークホルダー）によるプロジェクトが存在す

ることで、地域や国際社会の課題解決に貢献している。  
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［生命科学科］  

「持続可能な開発目標（S D G s）」の 1 7 個の目標のうち、主として「あらゆる年齢の

すべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する」を目的とした教育・研究を進め

ている。当該テーマに関する科目としては、医学概論・食品栄養学・環境化学・公衆衛生

学・生命倫理・医薬化学概論・生体材料学などを開講している。また当該テーマに関連し

て、福祉機器・医療機器・脳科学・バイオマテリアル・医薬品合成・食品機能・老化・毒

性といった幅広い領域において研究活動を進めている。S D G s のうち「すべての人に健

康と福祉を」以外にも、理科教員養成課程を有していることから「質の高い教育をみんな

に」や、様々な基礎技術を開発していることから「産業と技術革新の基盤を作ろう」およ

び「住み続けられるまちづくりを」、また環境関連の研究開発を進めていることから「気

候変動に具体的な対策を」「海の豊かさをまもろう」「陸のゆたかさをまもろう」といった

テーマに関する教育や研究活動にも取り組んでいる。  
「あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する」を目的とし、

主に生命現象の解明を目指す生命科学コースと、主に医療福祉技術の開発を目指す生命医

工学コースが協調して、生命科学の基礎から応用までを有機的につなげようとしている点

が特色である。  
 

［数理科学科］  
教員のほとんどは数学を専門としている。各教員はそれぞれの数学専門分野を極めるこ

とを目標として研究を進めているが、数学教育に関心の強い者も多い。さらに学科には数

学に限らない「教育」を研究分野としている教員もいる。また、学科専門科目には教科

『数学』の教職課程科目に指定されているものも多い【資料 13 - 6 項目 V II】。これらの

背景から、数理科学科は S D G s の目標 4「質の高い教育をみんなに」には親和性が高い

と考えられる。実際、目標 4 を科目に関連する S D Gs の目標として挙げている専門科目

もいくつかある（20 2 0 年度は総合研究を除いて 9 科目【資料 13 - 1】）。  
一方、応用数学系の研究には製造業や環境調査における解析・シミュレーションなどの

実用的問題に関わるものもある。そのうえ、旧来は数学の中で興味が閉じていると思われ

てきた数論などの研究が、現代では符号・暗号理論など情報化社会に不可欠な技術の基礎

となったことなどから、理論数学系の研究も新しい技術の基盤になり得ることが知られて

きた。これらは数理科学科における研究が S D G s の目標 9「産業と技術革新の基盤をつ

くろう」に貢献し得ることを示唆している。実際、目標 9 を科目に関連する S D Gs の目

標として挙げている専門科目もいくつかある（2 020 年度は 8 科目）。  

〈３〉問題点  

新入生においては、S D Gs に初めて触れる学生もおり、まだ十分にその重要性を理解

できていない学生もいる。S D G s は社会からの強い要請であること、学生はそれを解決

していく一員であることをさらに学生に意識してもらう必要がある。そのために、学部の

授業を通じて、S D G s と関連づけた課題を出すといったことが望まれる。一方で、学生
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は学年が進むにつれて、学部共通科目等を通して S D Gs に触れる機会があり、一部の教

員よりも理解が深まる傾向が見受けられる。学部教員にも S D Gs の意義や目的を積極的

に周知していく必要があると考える。  
大学全体で S D Gs に取り組むことも必要であるが、システム理工学部の取り組みの全

学的展開が必ずしも図られていない。また、S D Gs に熱心な高校などとの連携が不足し

ており、また A O 入試や推薦入試で積極的な S D G s 実践活動を行った実績のある生徒を

必ずしも獲得できていない。さらに、教育を受けた学生が、S D Gs に熱心な企業やグロ

ーバル企業への就職できているかどうかや、就職後の実績が把握できていない。  

〈４〉全体のまとめ  

システム理工学部では、大学の理念・目的に従って、シラバス内で各科目に対する

S D G s の開発目標を明示している【資料 13 - 1】。学部全体の特徴的な取り組みとしては、

領域横断的な S D Gs を含む社会的問題解決のための P B L 科目等を通じて、多様な専門の

学生たちをチームとするアクティブラーニングを実施し、専門に偏らず広く社会の問題を

知り、様々な観点からの解決策を議論することは、非常によい経験となっている。また、

総合研究では、自身の研究がどの目標に対応するのかを明示することで、S D G s の目標

に対する意識付けを行っている。  
環境システム学科では S D Gs の達成をめざすことをディプロマ・ポリシーに明記し、先

進的な取り組みをしており、これらの取り組みを体系化し、システム理工学部のみならず、

全学的に展開していくことが期待される。  
さらに、学部共通科目の総合科目とシステム・情報科目での先進的な取り組みとして進

めてきた S D Gs 関連科目を、学部共通教育から全学共通科目へと着実に革新していく必

要がある。  

〈５〉根拠資料一覧  

  資料 1 3 - 1：システム理工学部シラバス  
U R L :  h t tp : / / s y l l ab us . s i c . s h i bau r a - i t . a c . j p / s ys . h t ml ? f =s y s & b = 3  

  資料 1 3 - 2：第２１０６回システム理工学部学科主任会議資料（５）  

持続可能な開発目標（S D Gs）に関する教育研究の推進について  

  資料 1 3 - 3：システム工学 A・演習 A・2 02 1 年度スケジュール  

  資料 1 3 - 4：環境システム学科ホームページ  
U R L :  h t tp s : / / w w w . p ae s . s h i ba u r a - i t . a c . j p /  

  資料 1 3 - 5 :  渡邉大，長谷川浩志，感動把握プロセスを導入した感性価値創出のた

めのエンジニアリングデザイン教育，工学教育，6 9 –2（2 02 1）  

  資料 1 3 - 6 :学修の手引（2 021 年度システム理工学部）  
U R L :  h t tp s : / / g u i d e . s h i ba u r a - i t . a c . j p / t e b i k i 20 21 / s ys t e ms /  
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